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1 . 巻 頭 挨 拶

新型コロナウイルス感染症の感染拡大に対し最大限できる事を
〜次世代医療構想センターが果たす役割〜

　新型コロナウイルス感染症（以下、「COVID-19」）の感染拡大が未だ収束していません。
　2019年8月に開設した次世代医療構想センター（以下、「当センター」）ですが、約半年間「平時」の活動をし
たところで、COVID-19の感染拡大に飲み込まれました。それに伴い、2020年3月に予定していた2019年度の
活動報告会は「延期」となりました。当時はまだ、ここまで感染が拡大し、長期にわたって継続することは想像
しておりませんでした。
　2020年4月には千葉県健康福祉部より、当センターに対して新型コロナウイルス感染症対策本部への参加要請
がなされ、センター長である吉村を含め、最大4名が千葉県庁で対策本部の業務に従事しました。具体的には感
染者数の予測推計や実際の入院調整、臨時医療施設の設置に関する情報収集などにあたり、現在でもその活動は
継続しています。千葉県新型コロナウイルス感染症対策連絡会議専門部会にも毎回参加し、20回以上にわたる全
県的な議論に加わっています。
　COVID-19対策を進める上でも、当センター政策情報分析部門が収集した各種情報は有効に活用されました。
また、次世代医療構想部門が構築してきた県内医療機関とのネットワークもまた、医療現場と県庁を結ぶ重要な
パイプになりました。想定外ではありましたが、当センターが設置されていたことで、わずかかもしれませんが
COVID-19に対する医療提供体制の構築が円滑に進んだ部分もあったと自負しています。その活動の具体的な内
容は、本文に記しているのでご覧ください。
　一方で、地域医療構想の推進という目的に関してはかなり苦しかったと言わざるを得ません。対面での会議が
かなわない中、千葉県が予定していた地域医療構想調整会議は次々と先送りとなり、少ない回で、しかも書面で
の開催とならざるを得ませんでした。千葉県に限らず、地方自治体や医療機関がオンラインでの会議環境を整え
ることが追い付いていないのは大きな課題となっています。
　苦しい中ですが、当センターはオンラインでの個別のヒアリングなど、できる限りスケジュールに沿って研究
を進めてきました。後述する通り、新生児・周産期領域での複数回のグループヒアリングが実現し、研究の進展
と成果の積み上げを進めることができました。
　2019年度から続く一連の研究活動が評価され、2020年4月からは競争的資金である、厚生労働省「厚生労働
省科学研究費 厚生労働科学研究費 地域医療基盤開発推進研究事業 小児科医師確保計画を踏まえた小児医療の確
保についての政策研究」に採択されました。千葉県のみならず、全国の小児医療の提供体制の在り方について、
広い視野で政策研究を行い、提言していく役割をいただきました。
　さらには2020年10月からは「厚生労働省科学研究費 厚生労働行政推進調査事業費 新型コロナウイルス感染症
への対応を踏まえた、地域における医療提供体制の強化のための研究」を実施しました。これはCOVID-19によ
る全国の医療提供体制の影響の実態を把握することにより、今後の全国の医療計画を見直す基礎資料を提供する
ことが目的です。現在、報告書をまとめている最中であり、着実に作業を進めたいと思います。
　このように、当センターの取組みは千葉県のみならず全国の医療政策において未だ満たされていないニーズに
応えるものであり、これは困難の続くCOVID-19感染拡大の中で、前向きな要素の一つであると考えています。
これまで当センターが積み上げてきた実績に基づいてあたえられた機会ともいえます。
　2021年2月に予定していた2020年度の成果報告会の開催も、緊急事態宣言の最中となり先送りとせざるを得
ませんでした。延期は苦しい選択でした。しかし、当センターはこの難局を千葉県にさらに貢献する機会と捉え
なおし、多くの医療機関の協力を得て、千葉県そして全国の状況をつぶさに情報収集し、当初計画していた以上
に、幅広く、より深く研究が進行しています。その内容、勢いをこの報告書でお伝えできましたら幸いです。
　国や県の進める「医療改革」は差し迫っています。
2024年には医師の働き方改革が適用され、2025年ま
でには地域医療構想の実現、2036年には医師偏在の
是正が目標と定められています。千葉県庁とともに
COVID-19対策を行いながら、千葉県の医療の未来も
見据えて、2021年度の活動も密度濃く、着実に進め
ていきたいと思いますので、どうぞよろしくお願いし
ます。

吉
よ し

村
む ら

 健
け ん

佑
す け

次世代医療構想センター
センター長・特任教授
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2 . 活 動 の 概 要

　現在も進められている医療制度改革を前に、千葉県と千葉大学医部附属病院のより密な連携と協力が求められ
る。両者の連携に際し、言うなれば「県」と「大学」の橋渡し役として期待され設置されたのが次世代医療構想
センター（以下「当センター」）である。当センターは2022年3月までの研究組織として「次世代医療構想部門」
と「政策情報分析部門」の2部門から構成される（下図）。設置当初5名だったメンバーは現在約20名となり、小
児医療・周産期医療、救急医療にかかわる県内の病院の医師、管理職の方との意見交換を行い、千葉大学病院、
千葉県、地域の医療機関の3者との連携を図っている。

　当センターの設置目的は3つにまとめられる。
①県内における持続可能で質の高い医療を実現する
②�これから求められる医療人材の育成を通じ、県内に定着する医療従事者の増加を図る
③�医療機関の役割分担と人材配置の在り方について、関係者が互いによる合意形成を図る
とされる。
　目的を達成するために、以下の研究を実施してきた。特に「政策医療分野」として位置づけられる、周産期医
療分野、新生児医療分野、小児医療分野、救急医療分野を対象に、4つの課題に取り組んでいる。
①�各地域のニーズ、病院の機能、医師のキャリア形成の傾向を明確化するためのデータの収集と分析
②�保健医療計画の整合を目指した意見交換の場を通じ、問題点を抽出する
③�働き方改革や情報通信技術(ICT)の進展を見据え、医療提供の効率化と新たな提供の在り方を検討する
④�今後の医療提供について、医療を受ける側である地域住民に周知する方策と合意形成モデルを検討する
とまとめられる。
　また、2020年のCOVID-19の影響により、社会が劇的に変わっている中、当センターは、千葉県庁に全面的
に協力し、千葉県新型コロナウイルス感染症対策連絡会議専門部会へのオブザーバー参加を含めたCOVID-19対
策に従事してきた。このような背景を踏まえ、千葉県の政策医療分野である救急医療分野、周産期医療分野、小
児医療分野がCOVID-19による影響などについても検討した。

2-1次世代医療構想センターとは
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成
なる

瀨
せ

浩
ひろ

史
し 職位 特任助教

担当
経歴

専門

情報発信
近畿大学�生物理工学部�遺伝子工学科卒業
慶應義塾大学大学院�医学研究科�修士課程修了（医科学）
ベンチャー広告代理店で広告制作やコンサルティング企業で営業などの経験を経て、
2012年8月に株式会社協和企画に入社し、編集や企画などを担当。
2016年7月より官民人事交流制度で厚生労働省�健康局�結核感染症課に出向。
感染症にかかわる広報の企画立案にかかわる。1年間任期を延長し、3年間の任期を終了し、株式会社協和企画に帰任。
2019年8月の次世代医療構想センターの設立時より特任助教として着任し、現在に至る。
広報戦略、ヘルスコミュニケーション

岡
おか

田
だ

玲
れ

緒
お

奈
な 職位 特任助教

担当
経歴

専門
資格

小児科領域
千葉大学医学部医学科卒業（医師）
千葉大学大学院医学研究院博士課程在学中
千葉県内での初期臨床研修�修了後、2012年より千葉大学医学部附属病院�小児科で専攻医研修を開始、2014年�日本小
児科学会�小児科専門医を取得した。
2015年以降、小児血液・腫瘍をサブスペシャリティーとして研修している。
2018年�千葉大学大学院医学研究院�小児病態学�博士課程に入学。小児白血病を中心とし、成人がん等を含めた悪性疾
患における、マイクロRNAによる制御機構につき研究している。
2019年より、千葉県医師キャリアサポーターとして従事。
2019年8月�次世代医療構想センターの特任助教に着任。地域医療構想、医師の働き方改革、少子化に対応する、千葉
県内の小児医療、新生児医療の整備に向けての検討を行っている。
小児科学、小児血液・腫瘍学
医師、日本小児科学会小児科専門医

塙
はなわ

真
しん

輔
すけ 職位 特任助教

担当
経歴

専門
資格

委員歴

周産期領域
成田赤十字病院産婦人科�第3部長
秋田大学医学部医学科卒業
筑波大学附属病院初期臨床研修医
千葉大学大学院医学研究院博士課程修了（医学博士）
筑波大学附属病院で初期臨床研修、成田赤十字病院で後期研修終了後、2013年より千葉大学医学研究院生殖医学教室
で産婦人科の修練と、子宮体癌の研究に関わる。
2017年大和市立病院で腹腔鏡手術の国内留学
2018年4月より千葉大学医学研究院生殖医学教室助教、学生指導、腹腔鏡手術の普及に取り組む
2019年より、千葉県医師キャリアサポーターとして従事。
2019年4月より成田赤十字病院で、腹腔鏡手術のさらなる普及と、婦人科腫瘍治療にあたり、また次世代医療構想セン
ター助教を併任し、千葉県周産期医療のさらなる発展を目指した取り組みを行う
産婦人科学、婦人科腫瘍、低侵襲手術
医師、日本産科婦人科学会産婦人科専門医、日本婦人科腫瘍学会婦人科腫瘍専門医、日本周産期・新生児医学会周産期
専門医（母体・胎児）、日本がん治療認定医機構がん治療認定医、母体保護法指定医、日本産科婦人科学会内視鏡技術
認定医
日本産科婦人科学会　未来委員会　若手委員(2017-2018)

岩
いわ

瀬
せ

信
しん

哉
や 職位 特任助教

経歴
所属

専門
資格

救急領域
千葉大学医学部医学科卒業（医師）
千葉大学大学院医学研究院博士課程在学中
国保直営総合病院君津中央病院で初期研修を行い、重症患者の治療を行う救急集中治療に興味を持ち、2013年に千葉
大学大学院医学研究院�救急集中治療医学に所属。
体外式膜型人工心肺（ECMO）、ICU患者の重症度予測、外傷などを中心に救急集中治療に関連する発表を行ってきた。
またInterleukin-6の感染症診断精度に関する臨床研究に関して研究成果を論文報告した。
2017年に千葉大学大学院医学博士課程を開始、2021年3月に修了見込みである。臨床現場で未解決な重要課題である
血管透過性亢進に着目し、新規治療法開発を目指す研究を行うとともに、機械学習を用いたICU患者の転帰予測に関す
る研究を行っている。
2020年5月に次世代医療構想センター特任助教に着任し、現在に至る。
救急医学、集中治療医学
医師、日本救急医学会救急科専門医・ICLSコースディレクター、日本集中治療医学会集中治療専門医、日本DMAT隊
員登録
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2 . 活 動 の 概 要

2-2 メンバー紹介

吉
よし

村
むら

健
けん

佑
すけ 職位 センター長・次世代医療構想部門長・特任教授

経歴

専門
資格

委員歴

千葉大学医学部医学科卒業（医師）。
東京大学大学院医学系研究科公共健康医学専攻修了（公衆衛生学修士）。
千葉大学大学院医学研究院博士課程修了（医学博士）。
千葉県内で精神科医・産業医として勤務後、2015年厚生労働省に入省、保険局・医政局にて、
医療情報分野の政策立案と制度設計に関わる。
2017年国立保健医療科学院・主任研究官としてレセプトデータを用いた政策研究に従事。
2018年4月より千葉大学病院�特任講師となり、職場のメンタルヘルス対策、働き方改革、病院経営・管理学の実務と
教育研究を担当。
2019年8月より設置された、次世代医療構想センターのセンター長・特任教授に着任。
また千葉県医療整備課�医師確保・地域医療推進室で医師の確保と偏在対策に取り組んでいる。
公衆衛生、医療政策、医療情報、精神保健学、産業保健
医師、精神保健指定医、日本精神神経学会精神科専門医・指導医、労働衛生コンサルタント（保健衛生）、社会医学系
専門医協会社会医学系専門医・指導医、日本医療情報学会医療情報技師、公認心理師
1．�日本精神神経学会　「精神科医・精神科医療の実態把握・将来計画に関する委員会」委員　　「オンライン精神科医

療検討作業班」委員
2．日本産業衛生学会「遠隔産業衛生研究会」

佐
さ

藤
とう

大
だい

介
すけ 職位 副センター長・政策情報分析部門長・特任准教授

経歴

専門

慶應義塾大学�総合政策学部�卒業
東京医科歯科大学大学院�修士課程修了（医療管理政策学）
東京医科歯科大学大学院�医療政策情報学�博士課程修了（医学）
2012年10月に東京大学医学部附属病院�企画情報運営部/企画経営部の助教として病院経営に従事。
2017年1月に厚生労働省�国立保健医療科学院�医療・福祉サービス研究部�主任研究官として、
2018年4月には厚生労働省�国立保健医療科学院�医療・福祉サービス研究部と
保健医療経済評価研究センターの主任研究官として研究に寄与。
2019年12月に千葉大学医学部附属病院�次世代医療構想センター�特任准教授に着任し、
次世代医療構想センター�副センター長として　政策情報分析部門にて地域医療構想、
働き方改革に関するデータ解析に取り組んでいる。
医療情報学、医療経済評価学、病院管理学

奥
おく

村
むら

泰
やす

之
ゆき 職位 特任講師

経歴

専門
委員歴

2009年3月�日本大学大学院文学研究科�修了�博士（心理学）
2005年8月�国立保健医療科学院�研究員
2006年8月�日本医科大学�研究員
2008年5月�国立精神・神経医療研究センター�研究員
2013年4月�医療経済研究機構�主任研究員
2018年4月�東京都医学総合研究所�主席研究員
2020年4月�千葉大学医学部附属病院次世代医療構想センター�特任講師
2020年4月�臨床疫学研究推進機構�代表理事
2020年4月�リアルワールドデータ株式会社�部長付/解析企画部
臨床疫学、医療経済学
「Journal�of�Epidemiology」「認知療法研究」「行動療法研究」「Journal�of�Alzheimer’s�Disease」編集委員、「老年
看護学」査読アドバイザー

阿
あ

部
べ

幸
こう

喜
き 職位 特任講師

経歴

専門
資格

浜松医科大学医学部卒業
聖路加国際病院にて初期研修後、聖隷三方原病院及び日本医科学千葉北総病院救命救急センターに従事。千葉徳洲会病
院及び社会保険船橋中央病院にて整形外科をスペシャリティとして研修し、千葉大学大学院整形外科脊椎班にて研鑽し
学位習得。2018年厚生労働省に人事交流し、政策統括官及び医政局にて行政に従事。2020年JCHO船橋中央病院整形
外科に入職。2021年千葉大学医学部次世代医療構想センターに着任。
整形外科領域
医師、日本整形外科学会専門医、日本救急医学会専門医
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小
こ

林
ばやし

大
だい

介
すけ 職位 客員准教授

所属
経歴

専門
委員歴

神戸大学大学院医学研究科�特命准教授
大阪大学経済学部経営学科　卒業
京都大学大学院医学研究科社会健康医学系専攻専門職学位課程　修了（医療経済学分野）
京都大学大学院医学研究科社会健康医学系専攻博士後期課程　研究指導認定退学
大学卒業後、金融機関向けシステム会社にてシステムエンジニア・コンサルタント営業に従事。2013年10月に東京大
学医学部附属病院国立大学病院データベースセンター特任助教として、全国立大学病院の臨床データや財務データ分析
に従事。2016年1月に名古屋大学医学部附属病院メディカルITセンター病院助教として、愛知県内の各病院から収集
したDPCデータを元に地域医療提供体制についての分析に取り組む。2017年12月に神戸大学大学院医学研究科医療シ
ステム学分野医療経済・病院経営学部門特命准教授として、文部科学省補助事業として病院経営人材育成プログラムの
コーディネータとして教育活動に従事しながら、神戸大学医学部附属病院内に情報分析推進室を立ち上げ、病院執行部
会議構成員として大学病院経営に携わりながら、兵庫県内の各病院からDPCデータを収集し、地域医療構想の推進に
向けた分析を行っている。
医療経済学、病院管理学、医療情報学
厚生労働省地域医療構想アドバイザー（兵庫県）、愛知県医師会地域医療政策研究機構委員会　委員、兵庫県医師会シ
ンクタンク　委員、兵庫県病院構造改革委員会　委員、公立宍粟総合病院新病院整備検討委員会　副委員長、兵庫県診
療情報管理研究会　会長、医療経済学会学術推進委員会　委員、日本医療マネジメント学会兵庫支部　世話人、第41
回医療情報学連合大会プログラム委員長

梅
うめ

澤
ざわ

耕
こう

学
がく 職位 客員研究員

所属
経歴

専門
資格

社会医療法人�緑泉会�米盛病院�救急科
旭川医科大学医学部医学科卒業
JA厚生連�帯広厚生病院�初期研修
湘南鎌倉総合病院�救急総合診療科�後期研修
湘南鎌倉総合病院�救急総合診療科�医長
2018年6月�厚生労働省健康局�医系技官
2018年8月�厚生労働省保険局�医系技官
2020年6月から現職
救急医学、中毒学
医師、救急科専門医、トキシコロジスト

窪
くぼ

田
た

和
かず

巳
み 職位 客員研究員

所属
経歴

専門
資格
委員歴

横浜市立大学医学部臨床統計学�データサイエンス研究科ヘルスデータサイエンス専攻�講師
武蔵野赤十字病院病棟看護師、日本医療政策機構研究員等を経て2015年より横浜市立大学医学部臨床統計学教室に着
任。医療ビックデータを用いた政策提言や医療経済分野の教育・研究に従事。名古屋市立大学看護学部、東京大学大学
院医学系研究科博士課程修了（博士（保健学））。看護師、保健師、国会議員政策担当秘書取得。
公衆衛生学、生物統計学、医療政策学、精神保健学
看護師、保健師、国会議員政策担当秘書資格
第25回日本看護管理学会学術集会�企画委員

小
こ

林
ばやし

真
まさ

史
ふみ 職位 客員研究員

所属
経歴

専門
資格

医療法人社団�昌健会�ライフサポートクリニック大網�診療部長
千葉大学医学部医学科卒業（医師）
千葉大学大学院医学研究院博士課程在学中
千葉大学医学部附属病院での初期臨床研修修了後、2011年より千葉大学医学部附属病院小児外科で専攻医研修を開始。
千葉県内の基幹病院および東京都立小児医療センターなどで勤務。
2015年より、横浜市立大学医学部臓器再生医学にてiPS細胞の研究に従事。
2018年より、千葉市内で在宅医療を担う、ふたば訪問クリニックにて副院長に着任
小児在宅医療を展開しているあおぞら診療所、赤羽在宅クリニックにて研修。
2020年より、千葉県最大の在宅療養支援診療所、ライフサポートクリニック大網にて診療部長に着任
小児外科、在宅医療
医師、外科専門医

齋
さい

藤
とう

博
ひろ

樹
き 職位 客員研究員

所属
経歴

千葉大学医学部附属病院�次世代医療構想センター客員研究員
2017年4月に株式会社GENOVAに入社し、医療機関向けに広報戦略の提案営業、ホームページ・動画制作ディレクシ
ョン、既存顧客サポート業務（ウェブサイトアクセス解析、SEO、MEO対策等）、医療機関向け自動会計システム営
業、社長室立ち上げ及び社長秘書業務、ICTを活用した医療提供の在り方に関する調査・企画業務を担当。
2019年12月より次世代医療構想センターへ客員研究員として着任し、主にヒアリング調査全般を担当。
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2 . 活 動 の 概 要

櫻
さくら

庭
ば

唱
しょう

子
こ 職位 特任研究員

経歴

専門
資格
委員歴

東京女子医科大学看護専門学校�卒業
千葉大学看護学部�卒業（3年次編入）
千葉大学大学院医学薬学府�修士課程修了（医学修士）
東京女子医科大学病院での勤務を経て千葉大学看護学部へ編入学。
2018年6月よりに一般社団法人�日本老年学的評価研究機構、特定非営利活動法人�日本医療政策機構にて従事。
2019年7月より一般財団法人�医療経済研究・社会保険福祉協会�医療経済研究機構�国内の全介護保険者を対象にした実
施事業内容や保険料等の調査・見える化を担当。
2020年4月より千葉大学医学部附属病院�次世代医療構想センター�特任研究員として着任。
社会疫学
看護師、保健師
医療･介護勤務環境改善ナッジ研究会委員

森
もり

田
た

美
み

紀
のり

職位 技術補佐員
担当 研究補佐

奥
おく

島
しま

佳
か

代
よ

子
こ

職位 事務補佐員
担当 総務・経理

加
か

藤
とう

那
な

智
ち

職位 事務補佐員
担当 総務・経理

緒
お

方
がた

健
けん 職位 特任研究員

経歴

専門
資格

委員歴

鹿児島大学法文学部法学科卒業
2004年行政書士登録。
2008年から2021年まで、公益財団法人くまもと産業支援財団、及び一般財団法人日本データ通信協会にてプライバシ
ーマーク審査に従事。この間、2014~2017年に複数のISO認証審査機関にてISMS・ISO9001主任審査員も務める。
2019年6月、株式会社キュア・アップ入社。個人情報保護管理者業務及び情報セキュリティマネジメント業務を担当。
2020年10月、千葉大学医学部附属病院�次世代医療構想センター�特任研究員に着任。
情報セキュリティ、個人情報保護管理
日本医療情報学会医療情報技師、行政書士、IPA高度情報処理技術者、プライバシーマーク主任審査員、ISMS審査員
補、ISACA認定Certified�Data�Privacy�Solution�Engineer
1.�特定非営利活動法人デジタル・フォレンジック研究会　医療分科会・日本語処理解析性能評価分科会　各委員（2014~）
2.�国立研究開発法人　セキュリティアドバイザー（2016~）
3.�一般社団法人日本ユーザビリティ医療情報化推進協議会（JUMP）　ゲノムが作る新たな医療推進委員会　委員（2017~）
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研究活動 出来事

6
月

� 2日��千葉県新型コロナウイルス感染
症対策連絡会議専門部会（第4
回）に参加

� 9日��千葉県新型コロナウイルス感染
症対策連絡会議専門部会（第5
回）に参加

23日��千葉県新型コロナウイルス感染
症対策連絡会議専門部会（第6
回）に参加

29日��早稲田大学学生向けに講義
30日��千葉県新型コロナウイルス感染

症対策連絡会議専門部会（第7
回）に参加

定例会開催（毎週月曜日）

ヒアリング調査：1件

7
月

� 6日��国立保健医療科学院にて講義
20日�早稲田大学学生向けに講義

21日��千葉県新型コロナウイルス感染
症対策連絡会議専門部会（第8
回）に参加

29日��第1回「千葉県の産婦人科領域
へのCOVID-19の影響」のディ
スカッション

定例会開催（毎週月曜日）

ヒアリング調査：4件

8
月

12日��第1回「千葉県の小児科領域へ
のCOVID-19の影響」のディス
カッション

18日��千葉県新型コロナウイルス感染
症対策連絡会議専門部会（第9
回）に参加

28日��医療ビッグデータを活用した研
究セミナー第1回を開催

定例会開催（毎週月曜日）

ヒアリング調査：3件

9
月

� 2日��令和2年度�第1回千葉地域医療
構想調整会議に参加

12日��公立小松大学主催の市民公開フ
ォーラム「Society5.0時代の医
療」で講演

15日��千葉県新型コロナウイルス感染
症対策連絡会議専門部会（第10
回）に参加

16日��第1回「千葉県の救急科領域へ
のCOVID-19の影響」のディス
カッション

23日��第2回「千葉県の産婦人科領域
へのCOVID-19の影響」のディ
スカッション

25日��医療ビッグデータを活用した研
究セミナー第2回を開催

30日��第2回「千葉県の小児科領域へ
のCOVID-19の影響」のディス
カッション

定例会開催（毎週月曜日）

ヒアリング調査：3件

菅内閣の発足

10
月

20日��千葉県新型コロナウイルス感染
症対策連絡会議専門部会（第11
回）に参加

28日��第1回�新生児医療�集団ヒアリン
グ開催

定例会開催（毎週月曜日）

ヒアリング調査：4件

令和2年度の研修希望者と研修プ
ログラム（研修病院）のマッチン
グについて発表

11
月

� 1日��ちばぎん総合研究所の会員向け
機関誌に記事掲載

� 4日��当センター紹介パンフレット第
3版公開

12日��第2回「千葉県の救急科領域へ
のCOVID-19の影響」のディス
カッション

16日�慶應義塾大学SFCで講義

17日��千葉県新型コロナウイルス感染
症対策連絡会議専門部会（第12
回）に参加

18日��第9回育星塾にて講義
23日��WHO神戸センター主催のフォ

ーラムに登壇
26日�動画公開：�医療ビッグデータを

活用した研究セミナ
ー第1回

26日�YouTubeアカウント開設
28日��第35回熊本県医療情報システム

研究会で講演
定例会開催（毎週月曜日）

ヒアリング調査：5件

12
月

� 1日��千葉県新型コロナウイルス感染
症対策連絡会議専門部会（第13
回）に参加

� 5日��千葉大学文化祭「亥鼻祭2020」
で講演

� 9日��医療ビッグデータを活用した研
究セミナー第2回の動画公開

15日��千葉県新型コロナウイルス感染
症対策連絡会議専門部会（第14
回）に参加

16日��横浜市立大学データサイエンス
学部で講義

定例会開催（毎週月曜日）

ヒアリング調査：2件

第5回NDBデータ公開

1
月

� 1日��千葉県新型コロナウイルス感染
症対策連絡会議専門部会（第15
回）に参加

15日��第2回�新生児医療�集団ヒアリン
グ開催

26日��千葉県新型コロナウイルス感染
症対策連絡会議専門部会（第16
回）に参加

28日�病院新聞に記事掲載

定例会開催（毎週月曜日） 15日��厚生労働省が「新型コロナ
ウイルス感染症に係る予防
接種の実施に関する手引き
（1.1版）」公表

18日��厚生労働省が「新型コロナ
ウイルス感染症に係る予防
接種の実施に関する医療機
関向け手引き（初版）」公表

2
月

� 6日�千葉医療構想フォーラム（延期）
� 8日��NTTコミュニケーションズとの

共同研究を発表

� 9日��千葉県新型コロナウイルス感染
症対策連絡会議専門部会（第17
回）に参加

定例会開催（毎週月曜日）

ヒアリング調査：3件

� 1日��千葉大学病院がコロナワク
チンセンターを設置

3
月

� 9日��千葉県新型コロナウイルス感染
症対策連絡会議専門部会（第18
回）に参加

18日��第3回�新生児医療�集団ヒアリン
グ開催

定例会開催（毎週月曜日）

ヒアリング調査：4件
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2 . 活 動 の 概 要

2019年度
研究活動 出来事

8
月

� 1日�当センター設立
� 1日�WEBサイト公開
23日�第6回定例会開催

24日�当センターお披露目会
28日�facebook開始
28日��厚生労働省・千葉県の意見交換

会開催

31日��千葉医療情報セミナーで講演

9
月

� 5日��千葉県医師会将来ビジョン委員
会にて事業紹介

� 7日��自治医科大学千葉県夏季研修報
告会で意見交換

� 7日�ちば医経塾で講義
12日��意見交換：今後の医療・介護の

あり方に係る有識者

13日�第7回定例会開催
17日��当センター紹介パンフレット��

初版公開
17日�m3.comにて記事掲載
22日、23日��千葉県周産期母子医療セ

ンター見学ツアーセミナ
ーに参加

27日�m3.comにて記事掲載
28日��日本ヘルスコミュニケーション

学会に参加
28日��日本公共政策学会関西支部の第

12回関西支部大会で講演

台風15号により千葉を中心に被
害

424の公立・公的病院リスト発表

10
月

� 4日�m3.comにて記事掲載
� 4日�東京医科歯科大学にて講演

18日��東京医科歯科大学　大学院医歯
学総合研究科の東京都地域医療
政策学講座で意見交換

23日�保健医療科学院にて講演
25日�第8回定例会開催
28日�医療政策セミナー告知開始

11
月

� 3日��home�coming�partyで講演
� 8日�第9回定例会開催
� 9日�福井大学医学部で講演
� 9日��医師の勤務環境整備に関する講

習会に参加
13日��千葉地域医療構想調整会議にオ

ブザーバー参加
15日��第32回日本総合病院精神医学会

総会にて講演

17日��ちば地域医療魅力発見セミナー
2019に参加

17日��医師の働き方改革をみんなで考
えるフォーラムに参加

18日��山武長生夷隅地域保健医療連
携・地域医療構想調整会議にオ
ブザーバー参加

19日��東葛南部地域保健医療連携・地
域医療構想調整会議にオブザー
バー参加

21日��東葛北部地域保健医療連携・地
域医療構想調整会議にオブザー
バー参加

22日�第10回定例会開催
26日��第1回医療政策セミナー開催

12
月

� 2日��当センター紹介パンフレット�
第2版公開

� 8日��第 4 回 Chiba�Clinical�Skills�
Boot�Camp�2019に参加

� 8日��第3回オンライン診療研究会に
参加

10日��第2回医療政策セミナー開催

13日�第11回定例会開催
17日��第3回医療政策セミナー開催

ヒアリング調査：8件

1
月

10日��第12回定例会開催
参加：�病院見学ツアー（主催：千葉11

日�県健康福祉部　医療整備課）
14日��第4回医療政策セミナー開催

20日��小児臨床カンファレンスに参加
22日��第5回医療政策セミナー開催
24日�第13回定例会開催
28日��第6回医療政策セミナー開催
27日�twitter開始

31日��君津地域保健医療連携・地域医
療構想調整会議にオブザーバー
参加

ヒアリング調査：9件

新型コロナウイルス感染拡大

2
月

� 3日��市原地域保健医療連携・地域医
療構想調整会議に参加

� 5日��安房地域保健医療連携・地域医
療構想調整会議にオブザーバー
参加

7日��東葛南部地域保健医療連携・地
域医療構想調整会議に参加

12日��千葉地域医療構想調整会議にオ
ブザーバー参加

28日�第14回定例会開催

ヒアリング調査：18件

3
月

� 7日��千葉医療構想フォーラム（延期） 13日�第15回定例会開催 30日�第16回定例会開催
ヒアリング調査：17件

診療報酬改定にかかわる告示

2020年度
研究活動 出来事

4
月

10日��千葉県新型コロナウイルス感染
症対策本部より当センターに対
し、新型コロナウイルス感染症
対策への協力要請

定例会開催（毎週月曜日）

ヒアリング調査：5件

5
月

� 1日�2019年度活動報告書の公開
� 7日��千葉県新型コロナウイルス感染

症対策連絡会議専門部会（第1
回）に参加

15日��当センターが亥鼻イノベーショ
ンプラザに移転

22日��千葉県新型コロナウイルス感染
症対策連絡会議専門部会（第2
回）に参加

26日��千葉県新型コロナウイルス感染
症対策連絡会議専門部会（第3
回）に参加

28日��千葉大学医学部学生向けに講義

定例会開催（毎週月曜日）

2-3 活動年表
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3 . 新 型 コロナウイルス 感 染 症 対 策

	 佐藤大介

　新型コロナウイルス感染症（以下、「COVID-19」）の新規感染者数は、2020年3月下旬から増加し始め、4月
中旬にピークを迎えた後、新規感染者数は一時、1日あたり一桁台まで減少した（第1波）。その後、緊急事態宣
言の解除に伴い、再度、6月下旬から新規感染者数の増加がみられ、結果的に7～8月にかけて、第1波よりも多く
の患者数が発生した（第2波）。その後10月下旬から再び全国的に感染者が増加し、幅広い地域、幅広い年代層に
感染が広がり、千葉県においてもフェーズ4を経験した。次世代医療構想センターは2020年4月20日の臨時医療
施設設置に向けたキックオフMTG以前より、千葉県庁に全面的に協力し、千葉県新型コロナウイルス感染症対
策連絡会議専門部会へのオブザーバー参加を含めた新型コロナウイルス感染症対策に従事してきた。これらの成
果は千葉県新型コロナウイルス感染症対策連絡会議専門部会の「第2波以降に備えた医療提供体制の整備等に関
する議論の取りまとめ」でも公表されている。

　このような背景を踏まえ、本報告書は千葉県の政策医療分野である救急医療分野、周産期医療分野、小児医療
分野がCOVID-19によってどのような影響が生じたのかについて検討する。特に診療現場の観点から、COVID-19
への対応、通常診療への影響、医師確保や働き方改革への影響についてそれぞれ考察する。

　救急医療分野では、千葉市内の救急搬送患者の動向について、ちば消防共同指令センターの情報に基づき考察
した。第1波から第2波では、緊急事態宣言期間は、救急患者数は減少傾向であったが、解除後に救急要請件数が
増加した、さらに第3波では、COVID-19の重症患者の受入病床数を増床した結果、本来想定している緊急性を
要し且つ重症である患者の治療という役割を十分に果たせなくなっていた可能性が高い。このような考察から、
COVID-19の感染拡大に伴って本来の救命救急センターとしての役割の一部が失われるため、他の医療機関へ迅
速に転院するなどの千葉県全体としての検討が必要不可欠であることから、域外搬送率や収容先決定までの交渉
回数・救急隊の現場滞在時間の増加とその対応については引き続き調査が必要である。

　周産期医療分野では、周産期母子医療センターを中心にアンケート調査を実施し、手術件数、分娩数、妊婦健
診数等の診療への影響を調査した。特にCOVID-19を受け入れた医療機関と受け入れていない医療機関による業
務量の変化を考察した。周産期母子医療センターの役割がCOVID-19の妊婦に対応できるかどうかで変化し得る
可能性を示した。この変化は医師の業務量の変化に直結していることから、医師確保および医師の働き方改革な
らびに周産期医療分野を担う人材育成への影響についても考察した。

　小児医療分野では、発生当初、新型コロナウイルス感染症が小児に与える影響が未知であったため、医療体制
を整備するために「国内で患者数が大幅に増えたときに備えた医療提供体制の確保について」（2020（令和2）
年3月6日付け厚労省事務連絡別添）に基づき千葉県小児医療災害ネットワークと小児周産期リエゾンが協働して
ピーク時試算を行う等、千葉県の小児科の医療体制整備に関する医師主体のネットワークが活用された。これに
より関連情報をオンラインで集約し、小児感染患者の受け入れの可否や管理可能な範囲に関する情報が集積さ
れ、リアルタイムに各施設の対応状況を把握することが実現されていた。
　いっぽうで通常診療については小児科の受診率は全診療科の中で最も大きく減少した。子どもに対するマスク
着用・手洗いなどの感染予防行動が徹底されるようになったため、急性熱性疾患を主とする小児一般外来患者が
激減したと考えられる。このことはインフルエンザ報告数がかなり低い水準であることからも示唆された。
現在、定期接種を中心とする予防接種の「接種控え」の生じるリスクが取りざたされており、今後、新型コロナ
ウイルス感染症ワクチン接種が広まる中、予防接種を勧奨する活動も重要な課題であることが考察された。

3-1 千葉県における新型コロナウイルス感染症の概要
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2 . 活 動 の 概 要

●新型コロナウイルス感染症対策
　次世代医療構想センター（以下、「当センター」）は、千葉県庁に全面的に協力し、千葉県新型コロナウイルス感染症対
策連絡会議専門部会へのオブザーバー参加を含めた新型コロナウイルス感染症（以下、「COVID-19」）対策に従事してき
た。このような背景を踏まえ、千葉県の政策医療分野である救急医療分野、周産期医療分野、小児医療分野が新型コロナ
ウイルス感染症によってどのような影響が生じたのかについて検討した。特に診療現場の観点から、COVID-19への対応、
通常診療への影響、医師確保や働き方改革への影響についてそれぞれ考察した。

●千葉県の地域医療構想の現状分析
　千葉県では、病床機能報告制度を活用して医療機能の把握に努めるとともに、医療機能をより適切に把握するために千
葉県地域医療構想調整会議を通じて地域別の調査等に基づく定量的基準を作成しており、課題整理、対応策の検討、地域
連携等の促進に取り組んでいる。全国で実施されている地域の実情に応じた病床機能の適切な把握に関する取り組みや定
量的基準に係る基本的考え方や推計モデルについて整理し、千葉県の取り組みについて評価を試みた。当センターの特長
である公衆衛生学や医療政策学等に基づく科学的観点に基づき、千葉県における地域医療構想に係る機能区分の考え方を
評価することで、地域医療構想調整会議の活性化に貢献する。

●周産期領域、小児領域、救急領域における医療提供の実情の把握
　新生児領域においては、千葉県内の総合・周産期母子医療センターの新生児科医師を対象に個別・集団のヒアリング調
査を行い、定量的な調査結果からは見えにくい診療領域や地域の実態を明らかにすることを目的としている。診療科にお
ける医療提供体制のあるべき姿の実現に寄与することを目的とした調査である。この調査から、新生児科医療の供給側の
課題、需要側の課題、あるべき医療提供体制を検討した。今後、産科、小児科、救急科の領域でも同様の調査を実施する
予定である。

●ICTを活用した医療政策課題への取組み
　これまでの「業務効率化」「連絡・連携」が主な目的だった医療のICT化は、「医療データの活用」という視点から再構
築を迫られている。一方で機微な内容を含む医療情報をサイバーリスクから守り続けるためには、先進的なセキュリティ
技術の実装が必要となる。当センターでは、医療現場におけるセキュアなICTの活用について、大学病院内の臨床現場、
およびICT事業者・専門家の参画を得て研究プロジェクトを企画・推進している。2021年3月現在、「消化器内科におけ
る、ICTを活用した患者参加型臨床研究の推進に関する研究」、「神経内科における、神経免疫疾患のAI診断支援ツール開
発を目的とした予備研究」、「救急部・集中治療科における、重症呼吸不全に対する経皮的膜型心肺を用いた治療に関する
管理システムの正確性評価」の3つが進行している。

●人材育成の取組み
　現状の課題として、千葉県での地域医療構想などの医療政策を進める上で、行政・医療機関・医師会等を含む関係機関
における突っ込んだ議論が必要となる。2019年に引き続き、2020年度では「医療ビッグデータを活用した研究セミナー」
を開催した。開催する目的は「医療における現状変更や課題解決手段として、データによる見える化と関係者の合意形成
が重要であるという観点から、データによる見える化の方法について、レセプトデータ（NDB）の分析を例に学ぶ」であ
る。オンライン開催により敷居が下がったこともあり、全国から延べ1,200名を超える参加者を得、参加者から高い評価を
得た。

●県内市町村との連携
　千葉県市町村国保保健事業の現状に対して以下の課題に対する認識を踏まえたデータ分析および市町村職員を対象とし
た研修事業の支援を行ってきた。千葉県市町村国保保健事業を実施および評価に際しては、「国保保健事業の実施における
県内市町村の地域特性」、「国保保健事業の評価におけるレセプトデータの加工・分析」、「データ分析結果の活用方法」の3
つの課題がある。本事業では、当センターが有する千葉県における医療提供体制に関する知見を基に、市町村が取組むべ
き保健事業を効率的かつ効果的に推進していくため、市町村別の糖尿病性腎症の状況や医療費等状況について分析を行い、
健康課題を見える化し、千葉県内市町村が取組むべき課題を明らかにした。

●2020年度千葉医療構想フォーラムについて
　「2020年度千葉医療構想フォーラム」は225名の事前申込みを得ていたが、COVID-19感染拡大の影響を受け、残念なが
ら延期となった。2021年7月24日（土）に活動報告会をかねた「2021年度千葉医療構想フォーラム」を開催する。

2-4 2020年度の主な活動の紹介
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	 岩瀬信哉、塙真輔、岡田玲緒奈

　千葉県内の救急科、産婦人科、小児科領域への新型コロナウイルス感染症（以下、「COVID-19」）による影響
について、次世代医療構想センター（以下、「当センター」）の各診療科の特任教員が中心となり、調査を行い、
ディスカッションを行った内容をまとめた。以下の報告内容は原則として2020年10月31日時点までの状況を反
映していることに留意されたい。
　救急科へのCOVID-19の影響について、9月16日、11月12日に救急科の岩瀬特任助教が当センター内で調査結
果を発表し、当センター内でディスカッションを行った。2019年1月～12月および2020年1月～11月における
千葉市内の救急搬送患者の動向を、ちば消防共同指令センターで収集された情報をもとに解析を行った。
　産婦人科へのCOVID-19の影響について7月29日、9月23日に、産婦人科の塙特任助教が当センター内で調査
結果を発表し、同センター内でディスカッションを行った。調査に際しては、松戸市立総合医療センター、千葉
ろうさい病院、千葉大学医学部附属病院、海浜病院、有秋台医院、さんむ医療センター、千葉メディカルセンタ
ー、青葉病院、君津中央病院、亀田総合病院の状況について、メールにてアンケートへの協力依頼をし、回答を
得られた。回答方式は自由記述としたことから、得られた回答を以下の通りに整理し、COVID-19の千葉県内の
産婦人科への影響を考察した。また2020年12月-2021年1月にかけて爆発的に感染者数が増え、緊急事態宣言が
再発令され、それにともない今後考えられる産婦人科に与える可能性についても言及する。
　小児科へのCOVID-19の影響について、8月12日、9月30日に小児科の岡田特任助教が当センター内で調査結
果を発表し、ディスカッションを行った。2020年12月現在、日本国内におけるCOVID-19感染拡大は第3波を迎
えており、第1波、第2波と比較して医療全体への影響は格段に大きいものとなっている。

3-3 千葉県の診療科領域への新型コロナウイルス感染症の影響

3-3-1 COVID-19の現状とCOVID-19への対応
【救急科について】
　2020年の千葉市内の救急搬送患者数は、前年2019
年に比較し全ての月で減少している。しかしながら、
第1回目の緊急事態宣言（2020年4月7日～5月25日）
が行われ、COVID-19による社会的影響が大きくなっ
た4月以降では、その差が拡大していることが分かる
（図1）。こ の デ ー タ か ら、千 葉 市 内 に お い て
COVID-19が救急搬送患者数に影響したことが伺え
る。

　COVID-19に対応できる医療機関は限られているた
め、新型コロナウイルス感染に伴う救急要請患者の収

千葉市内の救急搬送総件数と域外搬送数図1

容先が決まらず、千葉市内の医療機関だけでは収容し
きれないケースが増えることも予測される。そこで、
千葉市内から市外への搬送（以下、域外搬送）の変化
を検証した。月により多少の差はあるが、2019年お
よび2020年の域外搬送率はともに13-14%程度であ
り、著しい変化はなかった（図1）。そのことから、
当該期間、千葉市内においては、新型コロナウイルス
による搬送への大きな影響はなかったことがわかる。
一方で、2020年末からの感染の急激な拡大（第3波）
に伴い今後は収容先が決まらない事案が増え、域外搬
送率や収容先決定までの交渉回数・救急隊の現場滞在
時間の増加が予測され、これらに関する引き続きの検
証が必要である。

【産婦人科について】
　2020年を通しての千葉県のCOVID-19の産婦人科
に与えた影響を複数の病院の産婦人科医師アンケート
や個人の聞き取りで検討した。産科病棟を有する7の
総合病院の産婦人科医師と1つの産科病床を有する開
業医から回答を得た。
　COVID-19の発見から約1年が経過し、種々の対応
が産婦人科でもなされてきた。日本産婦人科医会より
以下のようなフローが提案され各都道府県の状況に応
じて、対応がなされてきた。
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3 . 新 型 コロナウイルス 感 染 症 対 策

3-2 千葉県での当センターの新型コロナウイルス感染症対策に関する活動
日付 活動内容 詳細

2020年4月20日 臨時医療施設設置キックオフMTG 幕張メッセに1,000床の臨時医療施設設置に向けキックオフMTG
タイムライン案、重症度別患者配置案を協議
5月の稼働開始を目標に臨時医療施設班が始動

4月21日 10:00-　事前班会議
15:00-　第1回臨時医療施設班会議

タイムライン案、臨時医療施設位置づけ、予算、関連法令、物品調達、人材確保について
協議

4月23日 10:00-　臨時医療班	幕張メッセ視察
15:00-　第2回臨時医療施設班会議

視察：	診療チーム、設備チームに分かれ視察→ゾーニング、導線の確認
会議：ゾーニング、資機材、診療フロー、人材確保

4月24日 14:00-　千葉県看護協会訪問 会長、専務理事、理事の3名へ概要説明および看護師人材確保方策の相談

4月27日 14:00-　第3回臨時医療施設班会議 タイムライン確認、患者数予測、法令・診療報酬、ゾーニング、診療フロー、設営・資機
材、人材確保、病院名称
資機材の納期を考慮し稼働開始日を繰り下げ

5月1日 14:00-　第4回臨時医療施設班会議 新型コロナウイルス感染症対策の全体像、臨時病院の位置づけ、法令関係の手続き、シナ
リオ別発症患者数予測、会場設営について、採用薬剤のリストについて、患者フロー・診
察手順について、人材確保について協議

5月7日 19:00-　	第1回千葉県新型コロナウイルス
感染症対策連絡会議専門部会

新型コロナウイルスの発生動向、今後の推計について、医療提供体制及び今後のシナリオ
について、臨時病院の今後について、通常医療体制への回復について協議。
次世代医療構想センター　政策情報分析部門の佐藤より、新型コロナウイルスの陽性数と
入院患者数についての推計報告、および川上英良AIセンター教授との共同研究による感
染疫学に基づく陽性者数および入院患者数の将来推計について報告を行った。

5月12日 15:00-　第5回臨時医療施設班会議 第1回千葉県新型コロナウイルス感染症対策連絡会議専門部会開催報告、保健医療機関の
指定について、今後の患者数の予測、会場の設営について、臨時病院でのアビガン使用に
ついて、診療フロー、手順について、人材確保について検討を行った。
発生の状況を鑑み、臨時医療施設事業は一時中断とし、今後は状況に応じて再始動するこ
ととした。

5月28日 今後の議論および取り纏めを見据えて、千葉県新型コロナウイルス感染症対策の医療提供
体制に関する報告書（案）の作成を開始

9月15日 千葉県新型コロナウイルス感染症対策の医療提供体制に関する報告書（案）について、千
葉県新型コロナウイルス感染症対策連絡会議専門部会にて協議。

10月20日 千葉県新型コロナウイルス感染症対策連絡会議専門部会にて「第2波以降に備えた医療提
供体制の整備等に関する議論の取りまとめ（案）が了承された。

11月20日 千葉県新型コロナウイルス感染症対策連絡会議専門部会の「第2波以降に備えた医療提供
体制の整備等に関する議論の取りまとめが公表された。
https://www.pref.chiba.lg.jp/kenfuku/senmonbukai/torimatome.html

以後の活動については、千葉県新型コロナウイルス感染症対策連絡会議専門部会にて継続的に議論を実施している。
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　2021年2月28日現在、千葉県内の10代以下の
COVID-19陽性者数は2964名である（千葉県の公表
データより）。
　図2は、以下で言及する「情報共有シート」のデー
タより抽出した県内の小児入院患者数である。累積患
者数については、調査非参加施設（特に診療所）から
自宅療養になったケースなどは集計されていない。特
に感染者数が急激に上昇している第3波以降について
は参考程度の情報である。軽症例が多いことも反映し
て、12月18日現在までで最大の入院患者数が12人に
留まっている。

千葉県 COVID-19小児入院患者数図2
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2.�千葉県内�第1波におけるピーク時の患者数の予測と
情報収集・共有体制

　COVID-19感染拡大の初期においては、小児医療に
対する当該感染症の影響が未知であった。このため、
医療体制の整備のために、「国内で患者数が大幅に増
えたときに備えた医療提供体制の確保について」
（2020年（令和2）年3月6日付け厚労省事務連絡）に
示される計算式より、千葉県小児医療災害ネットワー
クと小児周産期リエゾンが協働し、以下のピーク時試
算を行っていた。
0-15歳において

①新規外来疑い患者：1377.6人/日

②PCR陽性患者：382.7人/日

③入院を要する中等症者：61.2人/日

④重症者：15.3人/日
（第217回日本小児科学会地方会緊急シンポジウム 千葉県こども病
院 松永綾子医師 資料より）

　このような中で情報収集及び情報共有として、下記
のような千葉県の小児科の医療体制整備に関する医師
主体のネットワークが活用された。
1）	小児重篤患者の診療実態調査を行うデータベース

登録
　2009年新型インフルエンザ	パンデミック時より、
小児重症患者の応需情報共有と連携体制の構築が進
められ、2013年より県内12施設が参加し実動してい
た。
2）千葉県小児医療災害時ネットワーク
　2019年	台風15号による被害をうけ、上記の連携ネ
ットワークの整備がはじまった。これの全国版とも言
える、阪神淡路大震災を受けて各県が設定する災害時
小児周産期リエゾンと協働する形となっている。
　上記2つを併せて、COVID-19対応するための情報
をオンラインで集約し、データベースを構築した。当
該データベースには小児入院機能を有する県内36施
設（図1）について、①小児COVID-19患者の受け入
れの可否②可能な場合、管理可能な範囲（ECMO/人
工呼吸器/酸素投与/軽症・無症状）のデータが集積
され、また週単位で各施設の小児COVID-19患者の
入院数がまとめられている（図3）。実際に、収容先
の選定に難渋する症例が存在し、全県的にリアルタイ
ムに各施設の対応状況を把握するリエゾンが果たした
役割は大きい。
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3 . 新 型 コロナウイルス 感 染 症 対 策

日本産婦人科医会HPより

日本産婦人科医会HPより

日本産婦人科医会HPより

　2020年を通してある程度妊婦のCOVID-19に関す
るデータも集まりつつある。
　なお2020年3月から2020年12月までの千葉県内の
産婦人科でのCOVID-19陽性者数は18名で、帝王切
開になったのは3人である。（全例集計できてない可
能性もあるため参考値として扱われたい）
　左記に示す通り、妊婦の感染者は少なく、希望者は
COVID-19の検査をうけることも可能になった。
　しかしCOVID-19によりこれまで実施されてきた
母親学級や立会分娩なども行うのが困難な状況にな
り、面会はスマートフォンのテレビ通話機能を使用
し、児との初めての対面がスマートフォン越しの画面
であることが増えた。感染対策として密になることを
防ぐために母親学級は動画配信とし、インターネット
環境の整備を図る施設も増えている。

【小児科について】
1.県内小児患者について
　第1波のCOVID-19の感染拡大から、COVID-19に
関して多くの報告がされており、医学的知見も蓄積さ
れている。日本小児科学会が、「小児のコロナウイル
ス感染症2019（COVID-19）に関する医学的知見の
現状」（http://www.jpeds.or.jp/modules/activity/
index.php?content_id=342）として誌面またはイン
ターネット上で報告された研究内容をもとに情報を纏
めて公開し、適宜アップデートしている。同ページの
「要旨」より、特に重要と考えられるものを以下に抜
粋する。
・	COVID-19患者の中で小児が占める割合は少ない
が、感染の拡大に伴ってその割合が増えてきた。

・	学校や保育所におけるクラスターは起こっている
が、社会全体から見ると多くなく、小児COVID-19
症例の多くは家族からの感染である。

・	小児COVID-19症例は成人例と比べ軽症であり、死
亡例はほとんどない。

・	ほとんどの小児COVID-19症例は経過観察または対
症療法が選択されている。

・	海外の数理モデリング研究や系統的レビューでは、
学校や保育施設の閉鎖は流行阻止効果に乏しい可能
性が指摘されている。

・	教育・保育・療育・医療福祉施設等の閉鎖や大人
（養育者）のストレスが小児の心身に影響を及ぼし
ており、COVID-19流行による周りの環境変化に関
連した健康被害が問題となっている。
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競技、交通事故、自損事故へ影響したことがわかっ
た。
2.千葉大学医学部附属病院への搬送率の変化

搬送種別の総件数図5

1. 運動競技　2. 交通事故　3. 自損行為

　千葉大学医学附属病院救命救急センターでは、予て
より重症度に関わらず収容困難症例の受け入れを可能
な範囲で行ってきた。そこで、千葉市内における救急
要請事案の千葉大学医学部附属病院への搬送率が、
COVID-19によって変化しているかどうかを検証した
（図6）。

　2019年における千葉大学医学部附属病院への搬送
率は全体で4.7%であった。2020年は7月以降で前年
を上回る受け入れで搬送率は5.5-6.4%となっており、
特に11月はさらに一段増加しており6.4%となってい
る。
　前述のように2020年末からは感染がさらに拡大し
ており重症者も増える中、千葉大学医学部附属病院で
は集中治療室（intensive	care	unit:ICU）でのCOVID	
-19の重症患者の受け入れ病床数をこれまでに
4→6→8床と増床して対応している。しかしその一方
で、看護師などの不足から病床再編を余儀なくされ救
急科として利用可能な一般床は14→5床と激減してし
まった。さらには、2020年1月から新診療棟で運用し
ている救命救急センターに併設された救急集中治療室
（emergency	intensive	care	unit:EICU）も、収容困
難として搬送される患者の入院先にせざるを得ず、本
来想定している緊急性を要し且つ重症である患者の治
療という役割を十分に果たせなくなっている。
　2020年12月以降は感染のさらなる拡大により状況
は悪化していると推測される。千葉大学医学部附属病
院救命救急センターでは、引き続き可能な限り収容困
難症例の受け入れ努力を行っていくが、それも既に限
界を迎えている。2021年1月時点で、収容困難症例の
みならず、本来は救命救急センターで収容しなければ
ならない重症例の収容もできない事態が発生してしま
っている。COVID-19の拡大は、災害対応に相当する
非常事態であり1施設で対応できる事態では既になく

千葉市内救急車の千葉大学医学部附属病院への搬送率図6
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3 . 新 型 コロナウイルス 感 染 症 対 策

最重症高度医療機関（ECMOまで）：3施設
高度医療機関（人工呼吸器まで）：4施設
重点医療機関（中等症まで）：8施設

3.千葉県小児COVID-19患者フロー
　災害時小児周産期リエゾンは、県庁医療調整本部、
保健所と連携し、患者の受け入れ対応を検討してい
る。無症状・軽症者については、自宅療養となる症例
も増加傾向にあり、図4のような対応となっている。

　小児の症例は多くが軽症であり、ホテル療養・自宅
療養で対応が可能である。現在、ホテル療養について

情報共有シート図3

千葉県小児COVID-19無症状・軽症患者フロー（松永綾子医師作成）図4

は以下のようになっている。
高校生以上 ホテル単独入所可
中学生 ホテル単独入所可（個別相談）
小学生 陽性の親との同室入所可
幼児 個別相談、陽性の親との同室入所可

（食事が成人と同等でよければ）

　ホテル療養・自宅療養における問題点として、小児
が成人のように症状を訴えられなかったり、身体所見
を取りづらかったりするといった特殊性があり、小児
の健康状態の確認を保健所が全て行うことは難しいと
考えられる。そのため、小児への対応を強化するため
に、小児科医によるオンラインによる対応ができるよ
うに調整が始まっている。また、他の問題点として、
夜間・休日に状態が悪化した場合、小児のCOVID-19
担当者が医療施設におらず、一部の施設に負担が偏る
可能性がある。
　親が陽性隔離の場合の小児の対応については、基本
的には親族で対応することになっている。行政機関で
も施設を準備しているが、収容可能人数は十分ではな
く、収容可能な対象者は年長児である。親族、行政機
関での対応が困難な場合、児童相談所から直接、ない
しリエゾンが介入して受け入れ可能な病院へ一時保護
委託することで対応することになる（各児童相談所に
つき、ファーストコールの病院は設定されている）。
　現状では中等症以下の患者についても保健所が入
院・転院先を選定することになっている。患者数の増
加に伴い、保健所の業務量が多くなっていることと、
小児科の実情に精通していないため、収容施設の選定
がスムーズにいかないことがあるなどの課題がある。
そのため、開業医と基幹病院（小児科）、基幹病院と
重点医療機関以上の施設間で入院・転院の調整を直接
行い、保健所に事後報告とする形態が迅速な対応につ
ながると考えられる。

3-3-2 一般診療への影響
【救急科について】
1.千葉市内の搬送件数の変化
　2020年4月7日に発出された緊急事態宣言により、
外出自粛や各種イベント自粛などの住民の行動変容が
起きたことは報道されている。それに伴い、外傷や自
損行為といった救急要請に影響を与えことが想定され
るため救急要請種別の件数を検証した。千葉市内のデ
ータにおいて最も顕著な変化は、運動競技による外傷
の救急要請であった。イベント自粛により各種競技の

大会などが中止された影響と思われ、前年に比較し明
らかに減少しており特に4月は2件、5月は0件、6月は
9件、と前年では月40件程度発生していたものが激減
していた（図5-1）。交通事故による救急要請も特に
4、5月で減少していた（図5-2）。一方で、自損行為
による救急要請の増加は、千葉市内では認められなか
った（図5-3）。また、緊急事態宣言が解除された後、
各救急要請の件数が増加した。以上のことから、
COVID-19への対策に伴って、搬送要請のうち、運動
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海浜病院があり、COVID-19妊婦の積極的対応が期待
される。2021年1月の時点ではCOVID-19の妊婦の
対応も少しずつ対応を開始しているとのことである。
COVID-19の対応には多くの人員と病院のリソースを
用いるためもともと地域周産期センターとしての機能
をもつ千葉市立病院はその機能をさらに拡充するため
の集約化が必要であると考えられる。千葉市には二つ
市立病院があり、病院統合による人員によりCOVID	
-19妊婦へのさらなる対応が期待される。病院の統合
については、5年後に青葉病院の周産期機能を海浜病
院に集約することが決まっている。青葉病院には周産
期の外来機能は残される予定である。一方で、5年間
は現状のままであるので、公的病院という役割から
も、5年を待たずCOVID-19対策のため推進した方が
よいのではないかという意見もあった。

　図7は2020年3月から8月までの千葉県内のCOVID	
-19妊婦の統計である。さらに2021年1月まででは千
葉県内のCOVID-19の妊婦は計18人で、そのうち
COVID-19が原因で帝王切開になったのは3名であっ
た。2021年1月23日の千葉県の累計感染者数は19,981
人であり（https://www.pref.chiba.lg.jp/shippei/
press/2019/ncov-index.html	2021年1月23日 時
点）、妊婦の割合は0.0009％と少ない。しかし自宅待
機になっている人など全数が把握できていない可能性
もある。実際のCOVID-19の数が今後増えてくるこ
とも問題だが、「COVID-19陽性の疑いがあるため診
察ができない」というところで対応できる機関が通常
業務のほかにCOVID-19ではない発熱患者も見ざる
をえないのが現状の問題となる。そうなれば地域医療
構想としてCOVID-19対応可能な周産期施設に産婦
人科医師を集約するのは妥当であると思われる。しか
し次項に示すように医師の異動は簡単ではない。

千葉市内救急車の千葉大学医学部附属病院への搬送率図7

【小児科について】
　「COVID-19の現状とCOVID-19への対応」の記載
の通り、小児患者は軽症がほとんどであり、保育園や
学校（～15歳）などでのクラスターが問題となるこ
ともなかったため、COVID-19そのものによる影響は
小さかったと言える。むしろ、外来受診者数の減少な
どが問題となり、このことが現在も大きな影響を残し
ている。
①�小児科外来受診者数の減少医科診療所のレセプト
点数の前年同月比

　2019年4月7日に発令された緊急事態宣言下におい
て、受診控えがあったと推測され、医科診療所の診療
科別レセプト点数ベースでは、前年同月比で2020年
5月は53.9%と全診療科のなかで最も大きい下げ幅と
なった。しかし、緊急事態宣言・一斉休校が明けたの
ちも、他科と比較して回復率は伸び悩んだ（図8.2020
（令和2）年11月12日	第133回社会保障審議会医療保
険部会資料より作成）。

　厚生労働省/国立感染症研究所の感染症週報を元に
この原因を推察するに、感染徴候のある子供を登園登
校させない意識が共有され、またマスク着用・手洗い
などの感染予防行動が徹底されるようになったため、
急性熱性疾患を主とする小児一般外来患者が激減し
たと考えられる。代表的な夏風邪の一つであるヘルパ
ンギーナは例年になく感染報告は少ない。また、
COVID-19とインフルエンザの同時流行が懸念されて
いたが、インフルエンザ報告数がかなり低い水準とな
っており、流行に至らない可能性も十分考えられる
（例年の流行のピークは1-2月であり、今後の動向に
注意が必要である）。

医科診療所のレセプト点数の前年同月比図8
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3 . 新 型 コロナウイルス 感 染 症 対 策

なっており、市内・県内医療機関の連携なくしては解
決できない問題となっている。発熱などの理由により
収容困難症例となり救命救急センターで収容したもの
のCOVID-19ではなかったり専門的治療の必要性が
なかったりする患者、COVID-19で治療後であるもの
の急性期を脱しリハビリテーションや療養のための入
院が必要な患者などが存在し、COVID-19の感染拡大
に伴って本来の救命救急センターとしての役割が一部
失われている。この救命救急センターの役割を取り戻
すためには、他の医療機関へ迅速に転院することなど
の対応の検討は必要である。

【産婦人科について】
　産婦人科では、患者数の変化について、良性の手術
は一時的に減少し、婦人科検診などの不急の受診が減
少し、通常業務が減少した。第2波が落ち着いた2020
年9月には通常の患者数に戻った。妊婦検診の数の変
化はなかったが母親学級などの多くの妊婦が集まって
行う指導は中止になった。COVID-19への感染が心配
な人は、来院を延期していた。
　病院での密を避ける目的もあり電話処方が複数の病
院で新たに導入された。特に、産婦人科では治療目的
のホルモン製剤を処方している。これらは働く世代に
処方するのが主であるため病院に来院せずに処方を受
けられるのは、ニーズにマッチしており、適切だと考
えられる。
　NICUを有しない産婦人科やCOVID-19の妊婦の
積極対応が困難な医療機関は、婦人科検診の減少や軽
度の症状での受診が控えられたことにより、業務が減
少した。一方でCOVID-19患者を受け入れる医療機
関は、これまでの業務にCOVID-19の対応の分が加
わった。実際にCOVID-19に罹患していなくても、
医療従事者側の不安が強く、発熱しているというだけ
で紹介や搬送依頼となる場合がある。保健所を介する
ため患者自身の負担や発熱した妊婦を診る医療機関の
負担も増加する。発熱した妊婦を診るだけでも、棟の
設営費、ガウン、マスクのコストが上乗せされ、医療
従事者の心理的負担も増している。これらの事実から
COVID-19による周産期医療への影響については施設
によって業務量の不均衡が生じる結果となっている。
たとえ積極的にCOVID-19に対応していないとして
もソーシャルディスタンスの確保、消毒薬やマスクな
どの確保に加え、スタッフの心理的負担や売り上げ減
少にともなう金銭的負担はほぼすべての医療機関が影
響を受けているものと考えられる。
　COVID-19妊婦の出産方法は帝王切開がほとんど

と考えられる。この理由として、経腟分娩は出産まで
の陣痛で助産師や医師が患者の飛沫に多く曝露する可
能性があり、感染のリスクが高いのが一つの要因であ
る。
　しかし帝王切開は陰圧室で行われるためその準備に
時間がかかる。そのため超緊急の帝王切開には対応で
きない可能性がある。このようにCOVID-19妊婦の
対応は産婦人科だけでなく、助産師、麻酔科、手術室
スタッフ、新生児科、感染症科など関わる範囲が広く
対応できる施設がある程度の規模をもつ病院であるこ
とが必須になる。
　千葉県でCOVID-19に対応可能な周産期医療機関
は2020年4月14日の時点で千葉大学医学部附属病
院、順天堂大学医学部附属浦安病院、船橋市立船橋医
療センター、成田赤十字病院、旭中央病院、亀田総合
病院、君津中央病院、帝京大学ちば医療センターであ
る。これらの病院はもともと多くの救急患者を受け入
れているだけでなく、婦人科救急やがん治療で千葉県
の中核を担う医療機関である。COVID-19のクラスタ
ーなどが発生するとその病院自体の機能不全になる可
能性があり、それはその地域の産婦人科の崩壊を意味
する。COVID-19の妊婦においても軽症であれば受け
入れられる病院が一つでも増えることで産科の医療崩
壊を免れる可能性があり、軽症のCOVID-19妊婦で
あれば、受け入れられるよう総合病院の産婦人科は準
備を始めるべきであると考えられる。
　産科医療機関の役割の変化について、COVID-19妊
婦に対応可能かどうかで大きく分かれたように思われ
る。COVID-19対応が難しければ産婦人科の業務は
通常通りだが、妊婦に「発熱」や「COVID-19疑い」
となると対応できないという状況になる。（悪阻であ
っても37.5度の発熱があれば対応できない、陣痛中
の発熱が発生するとCOVID-19も否定できないため
搬送依頼を行うなど）医療機関によっては内科では
COVID-19対応ができるが、妊婦は対応できない状態
が発生していた。
　COVID-19妊婦対応の医療機関は、そのような症例
に対応するため、その分の負荷が増大する。2020年
12月から2021年1月のCOVID-19爆発的増加をみる
と、今後さらにCOVID-19妊婦の対応が増加した際
には周産期母子医療センターへの搬送依頼が増える可
能性がある。
　特に千葉市は人口も多いためCOVID-19に積極的
に対応できる周産期施設として千葉大学医学部附属
病院以外に最低一つは必要であると考えられる。
　候補としては千葉市の周産期医療センターはほかに
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3 . 新 型 コロナウイルス 感 染 症 対 策

令和2年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（厚生労働科学特別研究事業）
「新型コロナウイルス感染症への対応を踏まえた、地域における医療提供体制の強化のための
研究」の概要
研究代表者：吉村健佑、研究分担者：佐藤大介、研究協力者：岡田玲緒奈、櫻庭唱子
研究期間：2020（令和2）年11月20日～2021（令和3）年3月31日

3-4  新型コロナウイルス感染症への対応を踏まえた、地域における医療提供体制
の強化について

Ａ．研究目的
　本研究は、新型コロナウイルス感染症（以下、
「COVID-19」）対応を踏まえた今後の医療提供体制の
構築および医療計画の見直しの検討における基礎資料
とすることを目的として、医療計画５事業と在宅医療
について、具体的には各事業等の役割を担っている基
幹医療機関等（救急医療事業では救急医療機関（救命
救急センターを含む。）、災害医療事業では災害拠点病
院をはじめ災害時に継続して機能する必要のある医療
機関（感染症指定医療機関を含む。）、へき地医療事業
ではへき地に所在する医療機関及びへき地を支援する
へき地医療拠点病院、周産期医療では総合周産期母子
医療センター等、小児医療では小児中核病院、小児地
域医療センター、小児地域支援病院等を対象に、
COVID-19の流行前後での医療機関の施設状況、患者
受入状況、サービス提供状況等の変化を調査し、感染
症にも柔軟に対応できる効果的な事業体制を検討する
（図1）。
　また各事業等の体制をより深化させるため、各事業
等の特徴を踏まえた調査・検討を実施する。

本研究の研究代表者、研究分担者の構成員は、5事業
および在宅医療分野における専門家にて構成されてい
る（表1）。

研究の全体像図1 研究の全体像
・各都道府県で国の定める基本方針に即し、地域の実情に応じて、当該都道府県における医療
提供体制の確保を図るために医療計画が策定・推進されている
・今般の新型コロナウイルス感染症（COVID-19）流行により、各地域で医療需要が増大する
等、地域の医療提供体制に大きい影響があった。
・本研究では、医療計画に定められる５事業および在宅医療ごとにCOVID-19による影響を調
査・検討することを目的とする。

救急医療

・COVID-19流行時、以下分野で感
染症流行前と比べてどのような変化
があったか。
・感染症流行による変化が及ぼした、
医療提供体制への影響は？

災害医療

へき地医療

周産期医療

小児医療
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Ｂ．研究方法
　本研究では、研究代表者を中心に、それぞれの担当
分野に関して研究分担者が検討を行い、医療計画にお
ける各事業等の特徴を踏まえ、各分野の研究内容を共
有しながら進める。
1.アンケート調査
　本研究では、全国8,427医療機関を対象に、5事業
および在宅医療分野に関するアンケート調査を実施す
る。調査方式はWeb回答方式と紙媒体の調査票を用
いた郵送方式で行い、調査結果に基づき各分野の分析
結果を基に新型コロナウイルス感染症による医療計画
への影響に関する議論を行う。
　調査にあたっては倫理的配慮のため、研究の目的に
ついて書面にて説明を行い、調査票の返送をもって調
査協力への同意確認を行った。なお、本研究は千葉大
学大学院医学研究院倫理審査委員会の承認（承認日：
2020年11月19日、承認番号：3926）を得て実施す
る。調査概要は次の通り。

〈調査概要〉
調査期間：�2020（令和2）年12月11日～2021（令

和3）年1月28日
調査対象：�5事業、在宅医療に関する医療機関・介

護施設等　8,427施設

名前 所属 役割

吉村健佑 千葉大学医学部附属病院�特任教授 研究代表者

佐藤大介 千葉大学医学部附属病院�特任准教授 全体調整

竹内一郎
横浜市立大学大学院医学研究科
救急医学教室�主任教授

救急医療

藤見聡
大阪急性期・総合医療センター
救急診療科�主任部長

救急医療

阿南英明
神奈川県健康医療局医療危機対策本部室
医療危機対策統括官

災害医療

小谷和彦 自治医科大学地域医療学センター�教授 へき地医療

海野信也 北里大学医学部産婦人科学�教授 周産期医療

平山雅浩
三重大学大学院医学系研究科小児科学�
教授

小児医療

村松圭司 産業医科大学医学部�准教授 在宅医療

本研究の構成メンバー表1
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3 . 新 型 コロナウイルス 感 染 症 対 策

②「予防接種控え」
　定期接種を中心とする予防接種の「接種控え」の生
じるリスクが取りざたされており、厚生労働省がリー
フレットを公開している。日本小児科医会にあって
も、NPO法人「VPDを知って、子どもを守ろうの
会」調査を元に、実際にワクチン接種率が低下してい
るとし、問題提起する文書が公開されている（https://
www.jpa-web.org/dcms_media/other/いま、全国
で起こっている小児科診療所経営の深刻な状況.pdf）。
　ただし、同データは「予防接種スケジューラー」ア
プリ利用者の登録データをもとに算出された値である
ことに注意が必要である（https://www.know-vpd.
jp/news/20916.php）。厚生労働省による、政令市を
対象とする調査にあっては特に低下はみられないとい
う結果になっている（https://www.mhlw.go.jp/
content/10900000/000664368.pdf）。日本小児科
学会	予防接種・感染症対策委員会においても、神奈
川県川崎市、東京都府中市、新潟県新潟市を対象とし
た調査結果を公開しているが、おおまかに言って乳児
期の接種率は著しい変化はなく、1歳過ぎで接種する
ワクチン、特に年長児で接種されるワクチンの接種率
低下が懸念されている（http://www.jpeds.or.jp/
modules/activity/index.php?content_id=345）。
上記いずれの調査においても、接種数や接種率の低下
のみが示されており、詳細な統計学的検討がなされて

ヘルパンギーナ報告数図9
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（図9-10. 厚生労働省/ 国立感染症研究所 感染症発生動向調査 感
染症週報 第49号より）

インフルエンザ報告数図10
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いないため、評価には慎重を要する。感染拡大が続く
現状で、図11のリーフレットのような啓発活動は重
要と考えられるが、それ以上の対応を要するものでは
ないと考えられる。

厚生労働省リーフレット図11

遅らせないで︕
子どもの予防接種と

新型コロナウイルス対策が気になる
保護者の方へ

乳幼児健診

予防接種や乳幼児健診は、お子さまの健やかな成長のために
一番必要な時期に受けていただくよう、
市区町村からお知らせしています。

特に赤ちゃんの予防接種を遅らせると、免疫がつくのが遅れ、
重い感染症になるリスクが高まります。

お子さまの健康が気になるときだからこそ、
予防接種と乳幼児健診は、

遅らせずに、予定どおり受けましょう。
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周産期医療分野基本票及び周産期医療分野別
調査票を作成する。

４．�調査票は、総合周産期母子医療センター108施
設、地域周産期母子医療センター298施設に配
布する。調査結果の集計は、研究分担者が担当
し、総合周産期母子医療センターと地域周産期
母子医療センターそれぞれについて実施し、分
析及び評価を研究分担者及び研究協力者が行
う。分析にあたっては、調査対象の全施設に回
答を求めた施設共通基本票とあわせて集計分
析、評価を行う。

５．�都道府県担当者より紹介頂いた医療機関に
COVID-19流行前後での分娩取り扱い施設で
の感染対策のヒアリングを行う。

６．�今後の医療計画等において周産期領域の感染
症対策を検討する上で重要と考えられる感染妊
産婦に対応するための体制整備に関する検討を
行う。

【小児医療】
　小児（15歳未満）診療病院のCOVID-19への対応
状況を把握し、適切な受入体制等のあり方について検
討することを目的に、小児中核病院206施設、小児地
域医療センター634施設、小児地域支援病院69施設の
合計909施設を調査対象施設としたアンケート調査を
行う。調査内容は、新型コロナウイルス感染の有無に
かかわらず、小児患者の受入の実態とそれに伴って生
じた課題を、小児医療分野基本票と分野別調査票に分
けて調査する。

【在宅医療】
　在宅医療に関する調査を次の３つの方法で行う。
１．アンケート調査
　在宅療養支援病院：1,518件、在宅療養支援診療
所：982件、訪問看護ステーション：494件、居宅
介護支援事業所：496件を対象にWeb回答方式と
紙媒体の調査票を用いた郵送方式で行い、調査結果
に基づき各分野の分析結果を基にCOVID-19によ
る医療計画への影響に関する議論を行う。
２．医療・介護レセプトデータ連結分析
　首都圏の１自治体から匿名化した医療・介護レセ
プトデータの提供を受け実施する。匿名化にあたっ
ては同一人物のレセプトには同じ匿名化後の識別子
が付与されるように加工し、医療・介護レセプトを
連結して分析可能とした。セキュリティを確保する
ため、専用のサーバに格納し管理を行う。

３．ヒアリング調査
　東京都、神奈川県、愛媛県、福岡県に所在する在
宅療養支援診療所及び訪問看護ステーションにオン
ラインで半構造化インタビューを行う。また、特定
警戒都道府県以外の状況も把握するため、愛媛県に
所在する訪問看護ステーションにも同様の半構造化
インタビューを実施する。

　これらの分析方法を通じて分野について得られた知
見を集約し、COVID-19が地域医療に与えた影響や医
療機関の対応を踏まえた医療提供体制に関する検討を
行う。

Ｃ．研究結果
　5事業および在宅医療分野に関する8,427医療機関
への調査の結果、｢基本票_施設共通｣ については、
6,324施設へ発送し､ 2,276施設から回答があった（回
収率36.0%）。その他､ 詳細な回収結果を以下の表に
記す（表2）。

Ｄ．結論
　本研究では、全国8,427の医療機関を対象にアンケ
ート調査を行い、各分野の分析結果を基にCOVID-19
による医療計画への影響を調査した。2021年度は、
COVID-19による医療計画５事業等への影響を解析
し、感染症にも対応可能な医療提供体制の構築に向け
た医療計画の見直しの検討における基礎資料を策定予
定である。

調査票種別 回答数/送付数

基本票_施設共通 2,276/6,324（36.0％）

基本票_救急 1,320/3,766（35.1％）

基本票_周産期 165/410（40.2％）

基本票_小児 335/899（37.3％）

基本票_在宅 887/2,497（35.5％）

基本票_へき地医療拠点病院 120/321（37.4％）

分野別調査票_救急医療 868/3,766（23.0％）

分野別調査票_災害医療 350/919（38.1％）

分野別調査票_へき地医療支援機構 37/45（82.2％）

分野別調査票_へき地診療所（郵送） 607/1,031（58.9％）

分野別調査票_周産期医療 149/410（36.3％）

分野別調査票_小児医療 275/899（30.6％）

分野別調査票_在宅療養支援病院･診療所 554/2,497（22.2％）

分野別調査票_訪問看護ステーション 222/493（45.0％）

分野別調査票_居宅介護支援事業所 175/493（35.5％）

本調査の回収結果表2
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3 . 新 型 コロナウイルス 感 染 症 対 策

調査方法：WEB調査、郵送調査

　依頼状・調査票・回答マニュアル・Q&A等を対象
医療機関の長宛へ郵送した。救急、災害、へき地（診
療所以外）、小児、在宅の対象医療機関へはWeb調査
の案内を送付し、へき地診療所へは紙媒体での調査票
を送付する。

2.分析方法
　各分野における調査方法は以下の通りである。
【共通分野】
　本研究は５事業および在宅医療分野に共通する事項
に関する調査票を作成し、以下の方法によりアンケー
ト調査を実施する。
調査方法：Web調査、郵送調査
調査期間：�2020（令和2）年12月11日～2021（令

和3）年1月28日
調査対象：5�事業および在宅医療分野に関する　医

療機関および介護施設等8,427施設
集計方法：�設置主体、指定医療機関、病床規模分類

をもとにしたクロス集計（患者数・手術
数が全て0（未回答）の医療機関は除外）

　設置主体は地域医療構想に関するWGにおける個別
医療機関の2025年に向けた具体的対応方針策定時の
定義に準じ、公立・公的・民間に区分する。施設共通
基本票は、1）事務部門が回答する６分野共通項目と
2）各分野別調査票の事務部門が回答する項目で構成
し、各施設における開設主体、指定医療機関の分類、
標 榜 診 療 科、病 床 規 模 等 の 基 本 情 報 お よ び
COVID-19患者（疑い含む）の受け入れ状況など、主
に事務部門で回答可能な項目とする。

【救急医療】
　COVID-19患者等の救急搬送困難事例が発生した
ことも踏まえ、COVID-19患者等を受け入れることと
している救急医療機関の救急外来での対応について調
査を行い、地域での効率的な受入体制等について検討
する。三次救急医療機関、二次救急医療機関（合計
4,000施設）に対して、COVID-19流行前後における
変化を把握するため、COVID-19流行前の施設状況等
の把握とともに、COVID-19患者等及びその他の救急
患者の受け入れ、救急外来の体制について、搬送方法
（救急車等及びいわゆるwalk-in）により大きく分け
た上で、受入人数に関する現状把握と、救急外来受診
者数および救急搬送数への影響等のアンケート調査を
実施し内容分析を行う。

【災害分野】
　COVID-19の大規模流行下の災害医療提供体制に
ついて、災害拠点病院とその他の役割に関する課題の
抽出と分析、好事例の収集と分析を行い、感染症流行
時の災害医療体制を検討する。
　COVID-19による影響を明らかにするため、DMAT
活動状況、病院内の対策本部（以下、「院内対策本
部」）設置状況、広域災害救急医療情報システム
（Emergency�Medical�Information�System：以下
EMIS）・新型コロナウイルス感染症医療機関等情報
支援システム（Gathering�Medical�Information�
System�on�COVID-19：G-MIS）活用状況、災害拠
点病院における感染症対応を主項目としたWeb調査
を実施する。

【へき地医療】
　へき地医療の体制や実地を専門とする研究者や行政
担当者が合議してアンケート調査票を作成する。調査
票は、診療やへき地医療計画の指標（代診医派遣、医
師派遣、巡回診療等）の実施に関する項目を定め、全
国のへき地医療支援機構（都道府県、42機構）、へき
地医療拠点病院（322施設）、へき地診療所（1031施
設）のそれぞれに悉皆的に行う。また、回答をもとに
各組織に電話によるヒアリング調査を適宜に追加し
て、実情や意見を整理する。

【周産期医療】
　COVID-19患者等の妊産婦を受け入れることとして
いる総合周産期母子医療センター、地域周産期母子医
療センターについて調査を行い、効率的な受け入れ体
制等について検討する。具体的には次の方法で行う。
１．�周産期医療分野の関係学会・団体（日本産科婦

人科学会、日本周産期新生児医学会、日本新生
児成育医学会、新生児医療連絡会、全国周産期
医療（MFICU）連絡協議会）に対して、本研
究への協力と、調査内容と評価分析を担当する
研究協力者の推薦を依頼。　

２．�学会等から研究協力者の推薦を受け、分担研究
グループを組織。

３．�調査対象を全国の総合周産期母子医療センタ
ー・地域周産期母子医療センターの産婦人科及
び新生児科と設定する。周産期母子医療セン
ターを中心とする地域の周産期医療体制の
COVID-19への対応状況が浮き彫りになる調
査項目を合意の上設定する。調査への回答が
医療現場の過度の負担とならないよう配慮し、
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量と同じ基準とし、高度急性期機能は医療資源投入
量3,000点以上、急性期機能は3000点未満600点
以上、回復期機能は600点未満175点以上、慢性期
は175点未満と定めた。

４）推計結果のレビュー
　病床単位の医療資源投入量に着目した市原地
域・山武長生夷隅地域・香取海匝地域の推計方法は
2025年の病床の必要量と同じ方式であるが、東葛
南部地域、印旛地域、千葉地域は独自の調査に基づ
く基準を用いたため、2025年の病床の必要量との
単純に比較することができない点に留意する必要が
ある。

５）定量基準の推計に関する今後の課題
　・�千葉県における定量的基準の考え方の特長は、地

域の実情に応じた病床機能の適切な把握のため
に、県内医療圏ごとの方式を採用した点である。
いっぽう、それぞれ方式を用いることの妥当性を
それぞれ評価する必要があることと、データソー
スが異なると地域間の比較が難しくなることが課
題となる。

　・�現状の病床機能報告は6月診療分のみであり脳血
管疾患等季節性のある疾患を反映していない可能
性が指摘されている。今後は病床機能報告の通年
化や外来機能報告が始まる。データが追加されて
も千葉県における定量基準に基づく推計結果が同
様になり得るか、という観点から頑健性について
の検証が必要である。

　・�最も正確なデータソースは発生源である患者情
報、レセプト情報やDPCデータ等に基づく分析
である。診療情報の分析によって県内医療機関の
機能や診療実績を見える化し、医療機関に対する
情報提供を通じて、地域の医療機関同士による協
議を活性化させ、千葉県内地域の医療提供体制お
よび医師確保体制に関わる議論を促進できるので
はないか。
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4 . 千 葉 県 の 地 域 医 療 構 想 の 現 状

１．背景・経緯
　2018（平成30）年8月16日付け医政地発0816
第1号厚生労働省医政局地域医療計画課長通知
において、医療機関の回復期機能への理解が不足
しているために、現行の病床機能報告において回
復期機能を担う病床が不足していると誤解される
事態が生じていたことから、都道府県医師会等の
医療関係者等との協議を経て、地域の実情に応じ
た病床機能の定量的な基準を作成し、地域医療構
想調整会議の活性化を図ることとなった。
　千葉県では、病床機能報告制度を活用して医療
機能の把握に努めるとともに、医療機能をより適
切に把握するために千葉県地域医療構想調整会
議を通じて地域別の調査等に基づく定量的基準
を作成し、課題整理、対応策の検討、地域連携等
の促進に取り組んでいる。
　本レビューでは全国で実施されている地域の実
情に応じた病床機能の適切な把握に関する取り組
みや定量的基準に係る基本的考え方や推計モデル
について整理し、千葉県の取り組みについて評価
を試みる。千葉大学医学部附属病院次世代医療
構想センターの特長である公衆衛生学や医療政策
学等に基づく科学的観点に基づき、千葉県におけ
る地域医療構想に係る機能区分の考え方を評価
することで、地域医療構想調整会議の活性化に貢
献する。

佐藤大介

２．�千葉県における定量基準に基づく推計方
法について

１）基本的考え方
　千葉県における定量的基準は、現行の病床機能報
告をベースとする。全国同様、千葉県においても病
床機能報告は各医療機関による自主報告に基づい
て機能区分が選択されることから、実態を正確に反
映しているとは言えない。加えて千葉県は医療圏に
よって人口構造や医療提供体制が異なることから、
圏域ごとの医療提供体制の実態把握を調査すること
で、より精度の高い定量的基準の策定を行った。具
体的には以下の通り。

１．�定量的な基準による病床機能の実態把握を
試みた調査
①�病棟単位の医療資源投入量に着目したも
の：東葛南部・印旛

②�病床単位の医療資源投入量に着目したも
の：市原・山武長生夷隅・香取海匝

③�診療実績に着目したもの：市原
２．病院毎の役割や連携に着目した調査

病院毎の連携状況や課題認識の把握を目指
したもの：千葉

　2025年の病床の必要量における病床機能の目安
として、医療資源投入量が用いられていることか
ら、各圏域において医療資源投入量の指標として月
額診療報酬額を用いている。月額診療報酬額は、保
険診療収入額のうちリハビリテーション料と入院基
本料額を除いた診療点数で補正した額を用いてい
る。

２）用いたデータソース
　医療圏によって調査対象期間および対象医療機
関が異なる。東葛南部地域は2017（平成29）年11
月の1ヵ月における高度急性期の報告病棟がある15
病院の調査データ、印旛地域は：2017（平成29）
年10月～2018（平成30）年9月の1年間における
地域で高度急性期機能を担う3病院を対象としてい
る。

３）推計方法
　機能区分の定量的基準は、2025年の病床の必要

「千葉県における地域医療構想に係る機能区分の考え方および急性期病床の
必要数に関する定量基準に基づく推計方法についてのレビュー」の概要
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る。したがって居住地の圏域以外の病院で出生した場
合は、他の圏域に「流出」、逆の場合は「流入」と定
義した。流入率・流出率は地域の住民が同一地域で分
娩できているかどうかを示している。
　したがって流入率が0より大きい場合は、他の圏域
に居住する住民が当該圏域の医療機関で分娩してお
り、流出率が0より大きい場合は当該圏域に居住する
住民が別の圏域の医療機関で分娩していることを示
す。
　分析の結果、東京都に隣接する東葛南部圏域では流
出率が高いが、山武長生夷隅圏域、君津圏域、市原圏
域でも流出率が高い。これは千葉県内の他の圏域の医
療機関で分娩している可能性を示唆している。県全体
では流出率が高く、千葉県の周産期医療は千葉県全体
をカバーできているとは言えない。

　図5は周産期関連の疾患を有する新生児数の内訳を
示している。最も多い疾患は新生児仮死であるが、入
院・重症・死亡を合計すると千葉県全体で年間400件
を超えている。加えて脳内出血や臍帯ヘルニアの重症
疾患も多く、受入体制が少ないことが課題である。

　これらの結果から、千葉県全体の分娩数は充足傾向
があるが、地域差は依然大きく、特に疾患を有する新
生児に対応できない二次医療圏があり得ることが明ら
かとなった。また、周産期母子医療センターのアクテ
ィビティは高いが、病院の特性により対応できる新生
児数の内訳は異なるため、医療機関の体制や医師の専
門性については診療現場の声を十分に反映した上での
医療提供体制の構築が必要不可欠である。本分析の
限界点として、国や県が提供するデータでは、周産期
医療の重症度が新生児の体重や分娩週数に限定され
ているため、出生した新生児の疾患や診療行為等を考

千葉県　二次医療圏別　周産期関連疾患別新生児数図5

　図4は千葉県内医療圏ごとの分娩数と出生数の差を
示している。出生数とは出生した子どもがどの圏域に
居住しているかを示し、分娩数とは出生した子どもが
生まれた病院の住所地がどの圏域にあるかを表してい

千葉県　二次医療圏別分娩数（令和元年度）図2

千葉県 二次医療圏別分娩数（令和元年度）
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千葉 東葛南部 東葛北部 印旛 香取海匝 山武長正夷隅 安房 君津 市原

出典：令和元年度千葉県周産期医療体制に係る調査

二次医療圏別病院数、分娩数図3

分娩数と出生数の差図4
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5 . 新 生 児 領 域

5-1 新生児領域における千葉県の現状と課題について
5-1-1 新生児領域における千葉県の現状について①

目的
　次世代医療構想センターでは、効果的・効率的な医
療提供体制および特に郡部における生活圏域単位で必
要な病院機能の確保という2つの視点から、地域の医
療提供体制（病院）のあるべき姿、それを実現するた
めに必要な医師、病床・診療科の配置等に関する研究
のため、千葉県における周産期医療に係る資源、医療
連携、妊産婦等の搬送体制等の現状や課題を継続して
把握・分析し、千葉県の周産期医療体制整備のための
検討に活用する資料とすることを目的とする。
方法
　データソースは2017（平成29）年、2018（平成
30）年、2019（令和元）年の病床機能報告データお
よび平成30年、令和元年の千葉県周産期医療体制に
係る調査結果を用いた。
　病床機能報告データとは、医療法（昭和23年法律
第205号）第30条の13に基づき、各医療機関が保有
する病床の機能等について都道府県に報告する制度で
あり、千葉県が医療機関からの報告内容を取りまとめ
て公表したデータである。
　対象医療機関は2017（平成29）年、2018（平成
30）年、2019（令和元）年における7月1日時点での
一般病床・療養病床を有する病院及び有床診療所であ
る。
　千葉県周産期医療体制とは、千葉県独自の調査であ
り、千葉県における周産期医療に係る資源、医療連
携、妊産婦等の搬送体制等の現状や課題を継続して把
握・分析するために、総合及び地域周産期母子医療セ
ンター、母体搬送ネットワーク連携病院、産科・産婦
人科を標榜する一般病院、産科・産婦人科を標榜する
有床診療所、有床助産所及び産科医療補償制度加入
出張専門助産所を対象（143施設）に、令和元年およ
び平成30年7月1日現在の周産期医療資源（医療人
員、病床数等）、2018（平成30）年1月1日から2018
（平成30）年12月31日までの母子保健関連指標（出
生数、患者数等）の集計、2019（平成31）年4月か
ら6月までの3か月間の周産期搬送関係調査である。
次世代医療構想センターは、千葉県が定める個人情報
およびデータの保護等に関する諸規定を遵守した上で
これを分析した。

「病床機能報告データおよび千葉県周産期医療体制に係る調査結果を用いた分析結果」の概要
佐藤大介

　なお、分析結果は特定の医療機関が明らかとならぬ
よう、二次医療圏単位で集計した結果のみを公表する
こととした。
　分析にあたり、2014（平成26）年から2018（平
成30）年における千葉県内の出生数を図1に示した。
　千葉県内の出生数は、減少傾向にあり、2015（平
成27）年から2018（平成30）年までの期間において
約8.7％減少している傾向が見られた。

　また、図2が示す通り、千葉県内の二次医療圏別に
分娩数を比較した結果、千葉県東部・南部地域の分娩
数は東葛地域や千葉地域と比べて少ないため、分娩を
取り扱う医療機関の特性として病院中心である圏域と
有床診療所中心である圏域に分かれている。特に周産
期母子医療センターや急性期医療機関のない圏域で
は、別の医療機関がその機能を補っている。

千葉県内の出生数の状況図1
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5-1-2 新生児領域における千葉県の現状について②

新生児科医療の供給側の因子
　千葉県内のNICU 15床あたりの常勤医師数は2015

（平成27）年度調査で全国最下位と厳しい水準にある。

　既に過重労働の状態にある施設が少なくないが、
2024年4月より適応となる、医師の時間外労働規制に
対応できるかどうかを検討する。NICU（新生児特定
集中治療室管理室）管理料の算定条件として、「当該
治療室内に必要な医師等が常時配置され勤務している
こと」とされており、これはすなわち、当直時間は厳
密に勤務時間と見做されることになる。大阪大学産婦
人科 中川慧医師の試算によれば、時間外労働の上限
を年間960時間とするA水準を達成するには10名、年
間1860時間のB水準を達成するには5名が最低限とし
て必要である。

　この試算は例えば時短勤務者・当直不可の者などに
ついては考慮されておらず、日常的な平日の残業時間

「新生児科医療の供給側と需要側の因子について」
岡田玲緒奈

を1時間と設定しているなどの点で、現実よりも必要
人数が少なく計算されることに注意が必要である。他
の要因として、新生児の迎え搬送が発生した場合や、
しばしば発生する重症児の対応においては、自宅待機
者が呼び出されることも少なくないことも無視でき
ず、これよりも多い人員が必要であることは間違いな
い。
　年度によってスタッフ人数のバラつきがあったり、
専攻医や初期研修医のマンパワーも異なったりするも
のの、この5人という水準は、千葉県内12の施設のう
ち半数の施設で5を下回っており、10人をクリアする
施設となると専攻医等まで計数しても3施設である。

新生児医療の需要側の因子
　上記は医療の供給側の課題について述べたが、需要
側の課題についても検討する。千葉県内の出生数は平
成27年から平成30年の3年間で8.7%減少している。
しかし、初産年齢の高齢化などによるハイリスク妊娠
の増加により、新生児医療の需要はこのペースでは減
少しないことが予想される。
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5 . 新 生 児 領 域

慮した分析が十分ではなく提供体制の議論に資する資
料として限界がある。周産期医療に関する医療提供体
制を議論する基礎資料としては、外科疾患、染色体異
常の有無など区別した症例数や、在胎週数が低い状態
で母体搬送されても分娩時には週数が伸びていること
を考慮した新生児科、産婦人科併せてのアクティビテ
ィをみていく必要がある。
　また、緊急帝王切開や母体搬送でも通常分娩となっ
た場合は重症例として反映されないため、周産期母子
医療センターとしてのアクティビティを見るのであれ
ば他院からの紹介数や母体搬送数を評価する必要があ
る。千葉県による独自調査に対する期待は大きいが、
データ精度や分析目的に資する調査票を工夫する必要
がある。
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　次世代医療構想センター（以下、「当センター」）の重要な研究事業として、千葉県内にある医療機関のキーパ
ーソンへの個別ヒアリングを継続的に行う「ヒアリングマラソン」がある。2019年8月の当センター開設以来、
実施しており、2021年3月間時点で約90件が完了している。主に、病院長などの管理者、また新生児科、産科、
小児科、救急科などの診療部長や各センター長に各回45〜60分間かけ、ヒアリングシートに従い11問の問いへ
の答えを聞きながら進めている。
　特に重要な質問は、各病院や診療科の「今後の意向」を知ることにあると考えている。政策情報分析部門が収
集、整理しているデータは重要であるが、あくまでこれまでの診療実績を行ってきたことの集合である。しか
し、個別ヒアリングでは、責任者達の今後の意向を聞くことができ、各病院や各診療科の未来像を見ることがで
きる。この未来像を集めてゆくことで、「千葉県全体の医療の未来像」が見えてくるのである。各医療機関での
個別ヒアリングで見えてきた将来像を重ねあわせた「千葉県全体の医療の未来像」をもとに、各分野の責任者に
集まっていただいた意見交換の場が「グループヒアリング」である。
　2020年度は新生児科領域に焦点を当て、計3回（うち2回は千葉県全体の新生児科部長に参加要請）を実施し、
12か所ある全ての周産期母子医療センターの参加を得て行うことができた。また、その場には千葉県健康福祉部
の課長・室長も参加頂けた。その場での議論の詳細は次項に譲るが、この「グループヒアリング」は今後の医療
提供体制を計画し、合意形成を目指すうえで大変に重要で有効であった。
　例えば、県が実施する各分野の「実態調査」の調査項目の改善案を議論し、結果の現場へのフィードバックや
公表方法についても意見交換がなされた。また各病院の調査票への記入負担が大きいなどの課題もあり、
COVID-19の感染拡大で県内の医療も大きな影響を受ける中、効率良く県庁が医療の実態を把握する方法の必要
性が指摘された。
　2021年度は新生児科に加え、産科、小児科、救急科のグループヒアリングも実施し、各分野の医療の未来像を
提示することを目指す。そして重要な事柄として、当センターの活動が一旦終了した2022年4月以降、現場の課
題に即した意見交換・合意形成の場をどのように構築し、維持していくべきか、千葉県とも対話しながら具体的
に提示していきたい。それが医療政策の決定プロセスの「千葉県モデル」として定着することを目指したい（下
図）。
　また、これまで「ヒアリングマラソン」「グループヒアリング」にご協力・ご参加頂いた先生方、県庁職員の
方々にこの場を借りて御礼申し上げたい。

5-1-3-1 個別ヒアリング・グループヒアリングの目的と意義
 吉村健佑

5-1-3 新生児領域における千葉県の現状について③
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5 . 新 生 児 領 域

厚生労働省:�第15回医療計画の見直し等に関する検討会�資料2
（2019（令和元）年10月18日）より
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たものの人員配置の変更により NICU・GCU
の機能が低下するなどの影響があった。
・ COVID-19により分娩件数自体が減少傾向

にあった為、産科に影響があったものの新生
児科として大きな影響を受けた施設は見受け
られなかった

・ 産科も COVID-19対応はできず、それにと
もなって新生児科でも COVID-19患者を対
応することはなかった

・ 分娩数や NICU 入院数などの新生児科医療
そのものへの影響はなかったが、付き添い家
族への制限などは行った

■ 貴院が地域で果たしていく役割のために目指し
ている医療機能・医療内容について
各病院で新生児科医師数の不足が極めて深刻
な状態であることから、現在の医療提供体制を
維持することが目標である意見が目立った。具
体的には新たな新生児科医師確保・育成を進め
ていく必要があるとの回答が多かった。
・ 採用活動を強化し、新生児科医そのものを増

加させる必要があるが、その余力がない状況
である

・ NICU加算を取ることができる医療提供体制
を構築する必要がある

■ 千葉県保健医療計画について本計画に沿った
医療提供体制の整備状況について
NICU、GCU など新生児科に関する記載が少
なく、実態に則していない印象を持っている医
師が多かった。また県全体のNICU病床数は充
足しているものの地域によって数に差があると
の指摘も目立った。
・ 新生児科に関する言及が少ない
・ 現時点で集約が必要なNICUを増やしていく

という方針は実態にそぐわない

（イ）診療科について
■ 必要医師要件および医師数（常勤換算）について

調査対象医療機関である周産期母子医療セン
ター12病院中11病院で新生児科医師は不足と
の回答があった。多くの現場では医師が長時間
勤務となっているか、外勤者に頼らざるを得な
い状況であることがわかった。
・ 常勤6名。現時点で常勤は4名だが、外勤す

ることを踏まえると人手不足が否めない

■ 現状で不足している資源（医師要件・医師数、
看護師その他）について
看護師
・ 看護師が不足している為、本来16床ある

GCUの稼働は4床である
・ 助産師はもちろんこと、患者のケアも重要で

あるため臨床心理士は必要である
・ 看護師、ME、保育士、薬剤師が不足してい

る

（ウ）医師確保について
■ 医師の採用・確保に関する方法とそれぞれの課題 

について
それぞれの病院で大学医局や独自に用意してい
る見学など採用方法は異なっている。県全体で
新生児科医を志望する学生・研修医は増えてき
ている感覚があるものの、実際に診療科に進む
段階で他診療科に移ってしまうケースが多く見
受けられた。また医師不足により、現場での医
師採用や教育に注力できないという意見も目立
った。
・ 成田赤十字病院では臨床や本院での研修を

PRしており、採用活動は順調である
・ 新生児科医の中でも心臓疾患、感染症などさ

らに専門分野があり、最短で卒後9~10年ほ
ど期間が必要である

・ 大学での新生児医療の教育には限界があり、
後発の育成が進まない状況である

・ 君津エリアではアクアラインの存在により、
比較的横浜、川崎からのリクルートがしやす
い

■ 医師の労務環境に関する取り組みについて
労務環境改善を進めていかなければならない認
識があるものの医師不足により長時間労働とな
っているケースが多く、時間外労働時間規制を
乗り越えるには医療資源を集約していかなけれ
ばならないとの意見が集まった。

〔現状〕
・ NICU は法律上も医療提供体制上も24時間

体制が前提である
・ 複数の病院において長年にわたり人員不足を

感じている
・ NICUの診療は必ず複数名で行うため、残業

上限に伴う必要医師数は試算よりも　多く必
要である。特に常勤医師5名未満の病院は、
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5 . 新 生 児 領 域

1．調査の目的
　本調査では、千葉県内の総合・周産期母子医療
センターの新生児科医師を対象に個別・集団のヒ
アリング調査を行い、定量的な調査結果からは見
えにくい診療領域や地域の実態を明らかにするこ
とを目的としている。診療科における医療提供体
制のあるべき姿の実現に寄与することを目的とし
た調査である。

2．個別ヒアリング調査の概要
Ⅰ．期間

2019年（令和元）年12月1日〜2021（令和3）
年3月31日

Ⅱ．実施担当者
千葉大学医学部附属病院次世代医療構想セン 
ター
〇特任教授　　吉村　健佑
　特任准教授　佐藤　大介
　特任助教　　岡田　玲緒奈
　客員研究員　齋藤　博樹
　（○調査実施責任者）

Ⅲ．ヒアリング事項
①　 貴院が果たす現在の医療機能・診療内容およ

び今後目指す医療機能・診療内容
②　 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症（以 下、

「COVID-19」）に関連する影響や課題点と今
後必要となる取組み

③　 千葉県保健医療計画の認識と貴院における
医療提供体制の整備状況

④　 現状で不足している医療資源（医師要件・医
師数、看護師その他）

⑤　 医師の採用・確保に関する現状の取り組みと
その課題

⑥　 医師の労務環境に関する取り組みとその課題

Ⅳ．調査対象医療機関　（順不同）
・　千葉大学医学部附属病院
・　千葉市立海浜病院
・　千葉県こども病院
・　東京女子医科大学八千代医療センター
・　船橋中央病院

・　順天堂大学医学部附属浦安病院
・　松戸市立総合医療センター
・　東邦大学医療センター佐倉病院
・　成田赤十字病院
・　国保旭中央病院
・　医療法人鉄蕉会 亀田総合病院
・　国保直営総合病院君津中央病院

Ⅴ．調査対象者（計14名）※敬称略
【新生児科】14名

千葉大学医学部附属病院 特任教授 大曽根義輝

千葉大学医学部附属病院 助教 遠藤真美子

千葉市立海浜病院 統括部長 岩松利至

千葉県こども病院 医長 鶴岡智子

東京女子医科大学附属 八千代医療センター 医長 佐藤雅彦

船橋中央病院 部長 加藤英二

順天堂大学医学部附属浦安病院 准教授 西﨑直人

松戸市立総合医療センター 部長 吉田和司

東邦大学医療センター佐倉病院 准教授 川瀬泰浩

成田赤十字病院 部長 戸石悟司

地方独立行政法人 総合病院 旭中央病院 部長 松本弘

医療法人鉄蕉会 亀田総合病院 部長 佐藤弘之

国保直営総合病院 君津中央病院 部長 富田美佳

国保直営総合病院 君津中央病院 医長 冨永尚宏

3．調査結果
【新生児科】
（ア）病院全体について

■提供中の医療機能について
総合・地域周産期母子医療センターとして、周
辺地域から在胎週数22週もしくは24週以降の
母体搬送を受入れている施設が多く見受けられ
た。完全ではないものの周産期母子医療センタ
ー同士での役割分担がなされており、地域や妊
婦の症例・重症度によって搬送先は絞られてい
る。一部地域では慢性的な NICU・GCU の逼
迫が解消されず、二次医療圏を超えた母体搬送
となっていることもわかった。

■ COVID-19に関連する影響や課題点と今後必
要となる取組み
新型コロナウイルスに関する病院全体の準備状
況や対応方針によって受入れ実績の有無が分か
れた。受入れる方針としていた病院では陽性疑
いの母体搬送が数例あり、結果的に陰性であっ

5-1-3-2 個別ヒアリング・グループヒアリング調査の結果概要
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５．概要
・ 県東部・南部の主要医療機関によるグループ

ヒアリングを実施したもの
・ 今後、同メンバーによるグループヒアリング

を年度内に1〜2回開催するとともに、東葛
地域を含む県内すべての周産期母子医療セ
ンターへの調査を実施することとなった

・ 各医療機関のハイリスク分娩数等、事実確認
に必要な調査項目を洗い出した

②　 第2回千葉新生児科医療グループヒアリング 
結果概要

１．日時
2021（令和3）年1月15日（金）
午後5時30分〜午後7時10分

２．場所
千葉大学医学部付属病院次世代医療構想セン
ター

（千葉大亥鼻イノベーションプラザ 310）
※ZOOMミーティングによる同時開催

３．出席者　※敬称略
〈新生児科医師〉8名

千葉大学医学部附属病院
周産母子センター長・特任教授

大曽根義輝

東京女子医科大学附属八千代医療センター新生児科 佐藤雅彦

JCHO船橋中央病院　新生児科 診療部長 加藤英二

順天堂大学医学部附属浦安病院　小児科 准教授 西﨑直人

松戸市立総合医療センター　新生児科 部長 吉田和司

成田赤十字病院　新生児科 第一部長 戸石悟司

医療法人社団鉄蕉会亀田総合病院　新生児科 部長 佐藤弘之

国保直営総合病院君津中央病院　新生児科 部長 富田美佳

※欠席者　4名

〈千葉県健康福祉部〉
健康福祉政策課 松田正幸

医療整備課医療体制整備室 主幹兼室長 山崎豊

〈千葉大学医学部附属病院次世代医療構想センター〉�
（事務局）

特任教授（センター長） 吉村健佑

特任准教授（副センター長） 佐藤大介

特任助教 岡田玲緒奈

客員研究員 齋藤博樹

４．議題
・ 千葉県の新生児医療・周産期医療の現状と課

題
・ 千葉県周産期医療体制に係る調査結果につ

いて
・ 今後の新生児医療体制に関する調査の在り方

５．概要
・ 千葉県内の周産期母子医療センター新生児

科部長および千葉県健康福祉政策課、医療
整備課担当者によるグループヒアリングを実
施したもの

・ 「周産期医療体制に係る調査」の概要および
結果に関して、適切な評価をしていく為の新
たな指標や調査方法について議論を行った

・ 次回のグループヒアリングでは本会での意見
を踏まえた調査票案を示すこととした

③　 第3回千葉新生児科医療グループヒアリング 
結果概要

１．日時
2021（令和3）年3月18日（木）
午後5時30分〜午後6時55分

２．場所
千葉大学医学部附属病院次世代医療構想セン
ター

（千葉大学亥鼻イノベーションプラザ 310）
※ZOOMミーティングによる開催

３．出席者　※敬称略
〈新生児科医師〉12名

千葉大学医学部附属病院
周産母子センター長・特任教授

大曽根義輝 

千葉市立海浜病院新生児科　統括部長 岩松利至 

千葉県こども病院新生児未熟児科　主任医長 鶴岡智子 

東京女子医科大学附属八千代医療センター新生児科 佐藤雅彦 

JCHO船橋中央病院　新生児科 診療部長 加藤英二 

順天堂大学医学部附属浦安病院小児科　准教授 西﨑直人 

松戸市立総合医療センター新生児科　部長 吉田和司 

東邦大学医療センター佐倉病院小児科　准教授 川瀬泰浩 

成田赤十字病院新生児科　第一部長 戸石悟司 

地方独立行政法人総合病院旭中央病院
新生児科　主任部長

松本弘 

医療法人社団鉄蕉会亀田総合病院新生児科　部長 佐藤弘之 

国保直営総合病院君津中央病院新生児科　部長 富田美佳 
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5 . 新 生 児 領 域

2024年4月以降、違法状態になり地域ごと閉
鎖するリスクがかなり高い

・ 千葉県全体のNICU病床数は概ね適切だが、
人口構成の変化に対応した再分配は必要で
ある。仮に集約化する場合、分娩数の多い地
域を死守するため、沿岸部の周産期医療は内
陸に集約することになるのではないか

・ 周産期医療機関は、新生児医療の高度専門的
な医療機能と、周辺医療機関を補完するため
の二次救急の医療機能も担う等、求められる
役割が増えている

・ 看護師・助産師も忙しすぎて、タスクシェア
ができない

〔対策案〕
・ 新生児科医が増えるため医師が働き続けられ

る勤務環境を作ってほしい。集約化・再配置
にあたっては人材確保・育成の観点からも検
討する必要がある

・ 集約化については各病院のキーパーソンとの
議論が必要である

・ 外房の周産期医療施設、特にNICUは内房側
に寄せることがいいのではないか

・ 新生児医療では、34週以降の通常新生児で
あれば経験のない小児科医師よりも専門看護
師の役割が大きく、タスクシェアの余地があ
る

・ 保育士の雇用により、タスクシェアできるの
ではないか

4．グループヒアリング調査
Ⅰ．各回の実施日と議題

第１回： 2020（令和2）年10月28日（水）　 
参加者：12名

　①千葉県の新生児医療の現状と課題 
　②新生児医療のあるべき姿

第２回： 2021（令和3）年1月15日（金）　 
参加者：14名

　① 千葉県の新生児医療・周産期医療の現状と
課題 

　② 千葉県周産期医療体制に係る調査結果につ
いて

　③ 今後の新生児医療体制に関する調査の在り
方

第３回： 2021（令和3）年3月18日（木）　 
参加者：24名　※産科医含む

　① 千葉県周産期医療の現状について
　② 「千葉県周産期医療体制に係る調査」調査票

改定案について

Ⅱ．各会結果概要
①　 第1回千葉新生児科医療グループヒアリング 

結果概要

１．日時
2020（令和2）年10月28日（水）
午後5時30分〜午後7時10分

２．場所
千葉大学医学部附属病院次世代医療構想セン
ター

（千葉大亥鼻イノベーションプラザ 310）
※ZOOMミーティングによる同時開催

３．出席者　※敬称略
〈新生児科医師〉5名

千葉大学医学部附属病院
周産母子センター長・特任教授

大曽根義輝 

医療法人鉄蕉会亀田総合病院新生児科 部長 佐藤弘之

地方独立行政法人総合病院旭中央病院
院長補佐・新生児科 主任部長

松本弘

国保直営総合病院君津中央病院
医務局新生児センター新生児科 部長

富田美佳

成田赤十字病院新生児科 第一部長 戸石悟司

〈千葉県健康福祉部〉4名
健康福祉政策課地域医療構想推進室 室長 池田二朗

健康福祉政策課 松田正幸

医療整備課 課長 田村圭

医療整備課医療体制整備室主幹兼室長 山崎豊

〈千葉大学医学部附属病院次世代医療構想センター〉�
（事務局）

特任教授（センター長） 吉村健佑

特任助教 岡田玲緒奈

客員研究員 齋藤博樹

４．議題
・千葉県の新生児医療の現状と課題
・新生児医療のあるべき姿
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【調査結果の示し方などについて】
・ 現時点では回答者や回答方法がまちまちであ

ることから、データを公開することに不安が
ある

・ 前提として集約化を検討していく上で、必要
なデータとしてこの調査があると考えてお
り、データの確度が上がれば千葉県保健医療
計画など、対外的に示すものにも適用できる
と考えている

・ 千葉県の周産期医療が抱える課題をどう解決
していくかという点では、お互いの病院負担
を調査によって明確にすることがスタートと
なるのではないか

〈千葉県の回答〉
・ 調査を行い、結果を全体で共有することが大

事であると認識している
・ 何を目的として調査を行っているのかを議論

を通して明確にしていきたい

【調査回答者・方法について】
・ データの信頼性・確度を向上させるために

も、誰が何のデータを基に回答するのかを明
確にする必要がある。また調査の実施要項等
を用意し、回答方法について共通認識を持て
るようにするべきである

【その他】
・ ちば救急医療ネットで母体搬送事案の情報を

集約しており、県内施設の空床の状況が一覧
表になっていた。この事業を再起動させ県全
体の共通認識になれば有効な統計となるので
はないか

〈千葉県の回答〉
・ この事業に付属している機能について県でも

把握できていない状況である。活用できてい
ない状況について、再度活用できるよう運用
方針について相談させていただきたい
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5 . 新 生 児 領 域

〈産科医師〉3名
千葉市立海浜病院産婦人科　統括部長 飯塚美徳 

JCHO船橋中央病院産婦人科　医長 後藤俊二 

成田赤十字病院産婦人科　第一産婦人科部長 小幡新太郎 

〈千葉県健康福祉部〉4名
健康福祉政策課地域医療構想推進室 室長 池田二朗 

健康福祉政策課 松田正幸 

医療整備課 課長 田村圭 

医療整備課医療体制整備室 主幹兼室長 山崎豊 

〈千葉大学医学部附属病院次世代医療構想センター〉5名�
（事務局）

特任教授（センター長） 吉村健佑

特任准教授（副センター長） 佐藤大介

特任助教 岡田玲緒奈

特任助教 塙真輔

客員研究員 齋藤博樹

４．議題
・ 千葉県周産期医療の現状について
・ 「千葉県周産期医療体制に係る調査」調査票

改定案について

５．概要
・ 千葉県内の周産期母子医療センター12施設

の新生児科医師および産科医師、千葉県健康
福祉政策課、医療整備課担当者によるグルー
プヒアリングを実施したもの。

・ 議題1では千葉県周産期医療の現状につい
て、前回の内容を振り返るとともに医療現場
での課題について改めて意見交換を行った。

・ 議題2では次世代医療構想センターが作成し
た「千葉県周産期医療体制に係る調査」の調
査票改定案を示し、調査項目と調査のあり方
について議論を行った。

・ 本会での議論の結果を反映した調査票改定案
および関連資料を千葉県へ提出・検討するこ
ととした。

以下、主な議論要旨

議題１　千葉県周産期医療の現状について
事務局より、前回までのグループヒアリング
を振返り、千葉県の周産期医療の現状につい
て改めて意見交換を行った。

【周産期母子医療センターの区分について】
・ 総合周産期母子医療センターが地域周産期

母子医療センターの上に立っているというわ
けではなく、それぞれの施設で得意としてい
る分野や診療内容などの特徴があり、役割が
分担されている

【医療人材について】
・ 新生児科医師の不足が深刻である。人員の流

れが千葉県全体で可視化されるといいのでは
ないか

・ 次年度より着任予定の新生児科医は県全体
で5名である

議題２　 「千葉県周産期医療体制に関する調
査」調査票改定案について

これまでの個別ヒアリング、グループヒアリ
ングでの結果を踏まえ、次世代医療構想セン
ターが作成した調査票改定案の概要および調
査項目について説明した。

【調査項目について】
・ 新生児科医師数について、専従であっても医

師の能力に差がある為、経験年数についても
調査すべきである。新生児科専門医の研修
期間は3年であるため、経験年数3年、5年、
10年で区分してはどうか

・ 母体を他の施設へ紹介した件数について、外
来での状況を把握しておくことは難しく、正
確に回答できていない施設が多いのではない
か。これに関連して、紹介先が県内または県
外であるかの指標が調査の中でどこまで必要
なのかについても検討が必要である

・ NICUおよびGCUにて入院が長期化し、加
算対象外となった入院児の在院日数はDPC
データから把握することが可能である

・ 男女それぞれの医師数を調査する必要はない
のではないか

【調査対象時期について】
・ 対象時期について年度と年が混在していると

回答すべき時期を間違えてしまう可能性が高
いため、統一した方がいいのではないか。ま
た人員体制の変化も影響してくるため、年度
を基本とするべきである
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6 . 救 急 領 域

救急領域における千葉県の現状について

目的
　次世代医療構想センターでは、効果的・効率的な医
療提供体制および特に郡部における生活圏域単位で必
要な病院機能の確保という2つの視点から、地域の医
療提供体制（病院）のあるべき姿、それを実現するた
めに必要な医師、病床・診療科の配置等に関する研究
のため、千葉県における周産期医療に係る資源、医療
連携、妊産婦等の搬送体制等の現状や課題を継続して
把握・分析し、千葉県の周産期医療体制整備のための
検討に活用する資料とすることを目的とする。

方法
　データソースは2017（平成29）年、2018（平成
30）年、2019（令和元）年の病床機能報告データお
よび平成30年度病床機能報告および令和元年9月救
急搬送実態調査を用いて千葉県における救急医療の現
状について分析を行った。
　病床機能報告データとは、医療法（昭和23年法律
第205号）第30条の13に基づき、各医療機関が保有
する病床の機能等について都道府県に報告する制度で
あり、千葉県が医療機関からの報告内容を取りまとめ
て公表したデータである。
　対象医療機関は2017（平成29）年、2018（平成
30）年、2019（令和元）年における7月1日時点での
一般病床・療養病床を有する病院及び有床診療所であ
る。
　救急搬送実態調査とは、千葉県が独自に行っている
調査で、消防機関が有する搬送に関する情報と、医療
機関が有する救急搬送後の傷病者の転帰情報を泡褪
せて総合的に調査、分析することを目的とし、該当年
度の9月及び10月に千葉県内で発生した救急搬送事
案、県内消防機関、医療機関、夜間休日診療所に紹介
を行った搬送者を調査対象としたデータを集計した情
報である。救急基幹病院とは千葉県独自の制度とし
て、初期及び2次救急医療機関の支援と3次救急医療
機関の補完的役割を果たす施設として位置付けている
医療機関であり、5施設が指定されている。また救命
救急センターとは、第3次救急医療を担い重篤の救急
患者の対応に当たる医療機関として千葉県救急医療
センター、旭中央病院、君津中央病院、亀田総合病
院、松戸市立総合医療センター、成田赤十字病院、船
橋市立医療センター、日本医科大学千葉北総病院、順
天堂大学医学部附属浦安病院、東京慈恵会医科大学

佐藤大介、岩瀬信哉

附属柏病院、東千葉メディカルセンター、東京女子医
科大学附属八千代医療センター、帝京大学ちば総合医
療センター、千葉大学医学部附属病院の14病院が担
当している。
　次世代医療構想センターは、千葉県が定める個人情
報およびデータの保護等に関する諸規定を遵守した上
でこれを分析した。なお、分析結果は特定の医療機関
が明らかとならぬよう、二次医療圏単位で集計した結
果のみを公表することとした。

結果
　図1は救急車の受入れ台数の多い40医療機関を抽出
し比較した結果である。
　三次救急病院は受入台数が多いが、二次救急病院の
一部は三次救急病院と同程度の救急車を受けれいてい
ることを示している。

　図2は病床規模ごとの急性期病床1床あたりの救急
車受入台数を示している。病床規模が大きければ重症
患者受入割合が高くなるとは限らない。そのため医療
機能に着目した救急医療の役割分担が重要であること
から、特定の診療行為に着目した件数を追加分析し
た。

救急車受入医台数上位40病院図1
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5 . 新 生 児 領 域

5-2 新生児領域における千葉県の課題とあるべき医療提供体制について

　全県的に新生児科医師の不足は深刻であり、理想的
にはその数を増やすことが望ましいが、昨今の若手医
師の志望する科の傾向の変遷を考えれば、一朝一夕に
達成できるものではない。場合により新生児医療を担
う医療機関の機能分担や再編統合の必要性も考えな
くてはならない。そこで、次世代医療構想センターで
は、県内全12施設の総合・地域周産期母子医療セン
ターの新生児科の長および、千葉県健康福祉部の職員
をオンラインでつなぎ、現状の確認および今後のある
べき姿につき議論を重ねるグループヒアリングを複数
回開催した。そのなかでまず、再編統合・機能分担を
考える以前に、多角的な視点からの現状の把握が必要
という点で合意が得られた。
　元々、千葉県が毎年1回、「千葉県周産期医療体制
に係る調査」を各施設に対して行っている。この内容

 岡田玲緒奈

を当センターで検討したところ、議論の中で必要とさ
れるような情報がかなり多く盛り込まれている一方
で、不要な項目、意味をとりづらい項目、誤解を生み
かねず、実際に回答の数値に誤りないし施設間の認識
の違いがありそうな項目の存在が明らかとなった。
　この調査は今後の建設的な議論の土台となりうる重
要なものであるにも係らず、これまでうまく活用され
ておらず、また回答に際する現場の負担も大きいと判
断した。このため、次世代医療構想センターが新生児
科医師の現場の声を受けて改定、さらにグループヒア
リングで改定案の内容を確認するに至っている。
　今後この調査を一刻も早く実装することで、現実的
でかつ持続可能な県内新生児科の医療提供体制の議
論に発展していくと推測される。
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　救命救急医療センターは赤丸で示している。分析の
結果、救急車受入れ件数が多いほど、ICU入院率も高
くなる傾向が見られ、回帰曲線より上に位置する医療
機関はより重症の高い患者を受けている可能性が示唆
された。この分析によると、救急救命医療センターで
あってもICU入院割合が相対的に低い医療機関や受
入件数の半数以上がICU入院を占める医療機関が存
在することを示唆している。しかしながらこの調査が
定義するICUの定義が不明瞭であり、診療報酬がICU
と定める「特定集中治療室管理料」を算定する病床を
有していない医療機関のICU入院率が高い等、医療
機関の報告において、その定義が不明瞭な可能性が高
い。したがって客観的な分析結果として、本分析を以
て医療機関の役割を明確に示すことには限界がある。
　また、図8は救急搬送された患者を他院へ転送した
理由の内訳について比較した。その結果、専門外/処
置困難（赤色）が一部の医療機関で回答されているこ
とから、千葉県内全体の救急医療提供体制を考える
と、このような理由による転送を減らす政策が求めら
れることが示唆された。

課題と今後に向けた展望
　本分析では、病床機能報告と千葉県救急搬送実態調
査をそれぞれ用いて、救命救急センターや救急基幹病
院が有する医療機能や診療実績に応じた現状について
分析を行った。
　千葉県における救急医療については、医療資源や医
療機関数が比較的豊富な地域と、医療資源が乏しく医
療機関数も限られる地域によって医療体制の在り方は
異なる。医療資源が比較的豊富で医療機関数が多い
地域は一次救急、二次救急、三次救急の役割分担を明
確にする医療体制が望ましいが、地域の医療資源が限
られるために1つの医療機関がすべての救急医療を担
うような地域は、三次救急ですべての救急患者を受け
入れざるを得ない。したがって医療機関の診療実績に

理由別転送件数図8

基づく分析や、患者の住所地に基づいた地理的空間情
報分析は非常に重要である。
　しかしながら本分析で用いたデータソースに係るデ
ータの精度は、未報告病院や未入力項目が疑われるた
め、患者重症度に応じた救急医療の評価が困難であ
り、疾患別分析も確定診断名に表記ゆれが多いために
不可能であった。そのため、今回の分析では、受け入
れた患者の重症度をICUに入室したか否かで判断し
た。本来は疾患別の診療内容を明らかにすることが望
ましいため、傷病名にICD-10等のコードをつけるこ
とで疾患別分析が可能になる。また、救急搬送実態調
査には患者本人の現住所が記載されているが、患者の
住所地に欠損が多く、搬送経路分析に限界があった。
救急医療分野においては地域住民の居住地から医療機
関への搬送までにどの程度の時間距離を要するかの地
理的空間情報分析が重要であることから、住所地情報
の収集方法については検討が必要である。
　以上の課題を踏まえ、本分析については次の改善策
を提案し、さらなる解析を進めていく。
①　千葉県独自の調査方法について、医療機関の負
担のない範囲で正確な情報を収集する調査票を作成
する。
②　救急医療領域に関するあらゆる分析目的に対応
できるデータ分析基盤を整備する。
③　診療情報等の定量的な分析に加え、診療現場の
実態を反映する定性的な情報をデータベース化す
る。
④　分析結果や意見交換の場を千葉県の意思決定
機関や会議体で共有し、公開する仕組みを整える。
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6 . 救 急 領 域

その結果、図3では気管挿管の件数、図4では非開胸
心マッサージ件数よりそれぞれ医療機関別の件数にて
比較を行った。

これらから、全体の傾向として三次救急病院の方が多
くの重症患者を受け入れているが、受入数が少ない三
次救急病院も存在することが見える。しかしながら病
床機能報告データから救急機能を評価する指標が気管
挿管と非開胸心マッサージに限られており、この2つ
の指標が患者重症度を代表するかどうかは検討が必要
である。また、実際に勤務経験のある次世代医療構想
センターの教員の経験上、件数が過少評価されている
可能性が指摘された。
　そこで千葉県が独自で調査した救急搬送実態調査か

病床規模ごとの急性期病床1床あたりの救急車受入台数図2

医療機関別気管挿管件数図3

医療機関別非開胸心マッサージ件数図4

ら、救急搬送後の入院件数と他院への転送件数を医療
機関別に比較した。結果を図5に示す。

図5より、救急車の受入件数が多い病院ほど、入院件
数が多い傾向があるいっぽう、他院への転送が目立つ
病院も存在することが明らかとなった。図6では受入
患者に対してどのような処置を実施したの割合を示し
た結果、人口補助呼吸や心臓カテーテル検査、IVR,t-
Pa、手術の処置について、救急救命医療センターが
より多くの処置を行っている割合が高かった。

しかしながら処置に関する情報が欠損していた救命救
急センター1施設、救急基幹病院21施設を分析から除
外しているため、より汎用的な重症度指標に評価する
こととした。
　そこで、図7では救急搬送されて入院した人の内、
ICUに入院した割合を重症度を表す指標として分析を
行った。

搬送後の入院件数および他医療機関への転送件数図5

千葉県受入患者への処置割合図6

救急車受入れ件数とICU入院割合図7
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となった。そのため感染症の影響による小児医療への
影響については、本研究では直接取り扱わないことと
し、関連の研究班と連携することとした。
　そのため、本研究では以下の２つの方法を用いて小
児医療計画に関する調査および検討を行った。
１）�47都道府県における小児科医師確保計画を精査

し、ガイドライン遵守状況、各都道府県の独自政
策を調査した。また、医師確保計画策定ガイドラ
インの記載事項に関する状況を整理し、独自政策
等の優良事例を探索する。

２）�小児医療計画および小児科医師確保計画の検討に
資する全国実態調査に　向けた研究体制を構築
し、小児医療機能と小児科専門医の分類について
検討を行う。

Ｃ．今後の研究課題
　2021年度は、各都道府県の小児科医師確保計画に
関する施策および小児医療機能と小児科専門医の分
類を踏まえ、新型コロナウイルス感染症の影響による
小児医療への影響を考慮した小児医療提供体制に関
する全国実態調査を実施予定である。
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7 . 小 児 領 域

小児領域における千葉県の現状と課題、あるべき医療提供体制について
令和2年度 厚生労働科学研究費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業）

「小児科医師確保計画を踏まえた小児医療の確保についての政策研究」の概要
研究代表者：吉村健佑、研究分担者：佐藤大介、研究協力者：岡田玲緒奈、小林真史、櫻庭唱子
研究期間：2020（令和2）年4月～2023（令和5）年3月

Ａ．研究目的
　本研究は公衆衛生学、日本小児科学会・日本小児科
医会理事、臨床専門家、医療経済、医療情報の専門家
で構成する研究体制にて以下の課題に取り組む。
課題①： 小児科医師確保計画の見直しに向けた全国実

態調査の実施
　小児科医師確保計画に関する課題を整理するため
に、小児医療に関連する医師および看護師等の専門
人材および病態別診療行為・診療実績に着目した全
国的実態調査を実施する。

課題②：より精緻な医師偏在指標の導出
　小児医療における医師偏在指標は一般小児医療
と高度救急医療によって算出方法が異なる可能性が
ある。たとえば新生児医療に係る診療報酬算定状
況や「医師・歯科医師・薬剤師調査」の周産期（新
生児）専門医数により一定程度の把握が可能なもの
の、新生児医療を担う医師は小児科医師以外の専門
人材が求められる等、実態と乖離している可能性が
指摘されている。本研究では小児医療機能別に病態
や要件を考慮した精緻な導出を試みる。

課題③： 小児医師確保計画や地域医療構想に基づく小
児医療資源の重点化・集約化の具体的検討・
提言

　小児医師確保計画や地域医療構想に基づく将来
人口や救急小児患者数の推計結果を地理空間情報
解析等を用いて小児医療圏別に公表し、小児医療資
源の重点化・集約化の具体的検討に向けた提言を行
う。

　本研究は日本小児科学会、日本小児科医会理事等
と連携した研究体制により、国、都道府県・自治体、
関連学会等がオールジャパン体制で取り組む。加えて
研究代表者および研究分担者の実績を活用し、「医師
確保計画を踏まえた効果的な医師偏在対策の推進に
ついての政策研究」「産科医師確保計画を踏まえた産
科医療の確保についての政策研究」「地域の実情に応
じた医療提供体制の構築を推進するための政策研究」
と連携し解析基盤や分析の考え方を共通化することで
効果的な提言を目指す（図1）。

　また本研究は、公衆衛生学、日本小児科学会・日本
小児科医会理事、臨床専門家、医療経済、医療情報の
専門家で構成されている（表1）。

Ｂ．研究方法
　小児医療における医師確保計画、医療計画、地域医
療構想の方向性を検討し、関連学会等と連携した小児
科医師確保計画の見直しに係る全国実態調査を行う。
１）�47都道府県の医師確保計画を収集・精査し、課

題整理・類型化を行う。
２）�小児医療関連医師および専門看護師等の専門人材

の配置状況と小児患者の病態別診療内容を精緻
に把握するための全国的実態調査を日本小児科
学会、日本小児科医会等と連携して実施する。

　令和2年度においては、新型コロナウイルス感染症
の影響により小児医療への影響を考慮した調査が必要

研究の全体像図1

課題①
小児科医師確保計画
の見直しに向けた全
国実態調査の実施

課題③
小児医師確保計画や
地域医療構想に基づ
く小児医療資源の重
点化・集約化の具体
的検討・提言

課題②
医師偏在指標のより
精緻な導出の試み

期待される効果

良質な小児医療機能
を将来に引き継ぐ提
供体制に向けた知見
および提言

2020年度 2021年度 2022年度

小児救急、血液・が
ん、小児循環器、小
児神経、新生児等の
医療機能別診療実績
に基づく医療需要・
医療機関体制の評価
に資するデータ収
集・実態調査の実施

医療機能別の医師配
置状況および地理的
状況を勘案した医師
偏在指標の評価

地理空間情報を用いた小児
医療圏別の評価指標の解析
および結果の公表

医療機能別の評価
指標の開発

小児科医師確保計画
に関する医師偏在指
標の精緻化

好事例の収集、
横展開の可能性
についての検討

小児科医師確保計
画および第８次
医療計画に資する
適切な小児医療提
供体制に向けた
課題整理・提言

小児医療機能別の実態に
関する課題整理

小児医療における医師
偏在指標の課題整理

国・都道府県への
解析手法・解析結果の提言

小児医療を安定的に供給するための医師
確保計画および第8次医療計画への提言

・診療内容・専門人材に着目した実態調査
・新たな評価指標に関する提言

関連診療科や人員要件等を
考慮した指標の精緻化

・地理的空間情報を用いた解析結果の公表
・都道府県の小児医療計画見直しの支援

国、都道府県・自治体、関連学会等によるオールジャパン
体制による良質な小児医療機能を将来に引き継ぐための小
児医療提供体制に向けた課題整理・提言

「医師確保計画を踏まえた効果的な医師偏在対策の推進についての政策研究」
「産科医師確保計画を踏まえた産科医療の確保についての政策研究」
「地域の実情に応じた医療提供体制の構築を推進するための政策研究」と連携

日
本
小
児
科
学
会
、
日
本
小
児
科
医
会
等
の
知
見

お
よ
び
「
第
７
次
医
療
計
画
の
中
間
見
直
し
」
の
知
見
を
活
用

名前
●研究代表者

所属・役職

●吉村健佑 千葉大学医学部附属病院�特任教授

佐藤大介 千葉大学医学部附属病院�特任准教授

平山雅浩 三重大学大学院医学系研究科�教授

清水直樹 聖マリアンナ医科大学�教授

土井俊祐 東京大学医学部附属病院�教授

高橋尚人 東京大学医学部附属病院�教授

伊藤友弥 あいち小児保健医療総合センター�医長

佐藤好範 公益社団法人日本小児科医会�業務担当理事

和田和子 大阪母子医療センター�主任部長

本研究のメンバー構成表1
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技術をベースとして行う。利用者は、「秘密分散」に
より秘匿化されたデータに対する「秘密計算」、すな
わち計算対象の断片データを復元せずに統計処理等の
計算を行うことによって、機微なデータを供出する施
設が別施設のデータを参照することや、システム管理
者が各データの参照することを防止しつつ、横断分析
および分析結果を取得することができる。
　「秘密計算ディープラーニング」とは、秘匿化した
情報をその状態のまま人工知能（AI）に深層学習さ
せて処理する技術である。日本電信電話株式会社（以
下 NTT）のセキュアプラットフォーム研究所が世界
で初めて成功した、秘密計算をベースとした標準的な
ディープラーニングの学習処理を実装している。
　今後、次世代医療構想センターでは、上記の研究を
はじめ複数の診療科で進めている臨床研究において、

「秘密計算システム」、「秘密計算ディープラーニング」
を利用した共同研究を推進する。特に、単一医療機関
では症例数が限定される希少疾患の研究で、診療情報
を含む臨床研究データを他施設に対して非公開にしつ
つ、複数の施設が参加可能となる「多施設共同研究」
の仕組みに応用できる可能性を探る。
　また複数施設から収集した臨床研究データを、秘匿
した状態のままでAIモデルの作成が可能な「秘密計
算ディープラーニング」を利用することで、従来の手
法では時間を要していた疾患の診断時間短縮の実現、
また、処方する薬剤の選定を補助するAIモデルを作
成し、病状の進行を抑える研究につなげることを目指
す（図3）。

本共同研究でのシステム構成イメージ図3
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8 . I C T を 活 用した 医 療 政 策 課 題 へ の 取 組 み

ICTを用いて、大学病院の先進的な知見を共有するプラットフォームの
開発プロジェクト

　情報通信技術（ICT）が高度に発達した現代は、人
力では能力的・時間的に不可能な質量の情報を容易に
収集、分析することが可能になった。また、これまで
の「業務効率化」「連絡・連携」が主な目的だった医
療のICT化も、「医療データの活用」という視点から
再構築を迫られている。しかし、一方で機微な内容を
含む医療情報をサイバーリスクから守り続けるために
は、先進的なセキュリティ技術の実装が必要となる。
　次世代医療構想センターでは、大学病院が有する最
新の研究・臨床の知見、及び地域の医療資源のより効
率的かつ効果的な活用、また正確な現場情報の医療政
策への反映という観点から、医療現場におけるセキュ
アなICTの活用について、大学病院内の臨床現場、お
よびICT事業者・専門家の参画を得て研究プロジェク
トを企画・推進している。2021年3月現在、進行して
いるのは以下のプロジェクトである。

①　�消化器内科における、ICTを活用した患者参加型
臨床研究の推進に関する研究

　既に実施中の臨床研究に参加している炎症性腸
疾患の患者に対して、新たな研究を起こす際の参加
者の募集および参加同意の取得について、これまで
の紙による説明・署名による同意のプロセスに代わ
って、スマートフォンを利用した説明・同意プロセ
スに関する実証研究を行う。
②　�脳神経内科における、神経免疫疾患のAI診断支
援ツール開発を目的とした予備研究

　希少疾患が多く適切な診断がなされないために患
者予後の向上が伸び悩む傾向のある神経免疫疾患
に対して、ディープラーニング技術を利用して末梢
神経疾患を有する患者の臨床データを解析し、AI
診断支援ツールとして応用可能なAIモデルを作成
する。AI診断支援ツールの実用化により診断率の
向上と患者予後の向上が期待できる。
③　�救急部・集中治療科における、重症呼吸不全に対
する経皮的膜型心肺を用いた治療に関する管理シ
ステムの正確性評価

　重症呼吸不全患者に対する経皮的膜型人工心肺
（ExtraCorporeal Membrane Oxygenation：
ECMO）の運用は極めて複雑かつ高度であり、運
用経験の豊富さが患者の救命率にも影響している
が、特 に 昨 今 の 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症

（COVID-19）の世界的流行によってECMO治療の

緒方健

必要な症例は増加し、ECMO治療のプロトコルの
普及は喫緊の課題となっている。
　そこで、全国でも屈指の運用経験を持つ千葉大学
病院救急部・集中治療科で蓄積してきたECMO運
用プロトコルを実装したソフトウェアを開発し、
ECMO運用経験の少ない医療機関へ導入すること
により重症呼吸不全患者全体の救命率の向上を目
指す。

　また、大手通信会社NTTコミュニケーションズ株
式会社との間では「秘密計算ディープラーニング」な
どの技術を活用した研究（以下「本研究」という。図
1）に関し、2021年2月1日に「秘密計算システム、
秘密計算ディープラーニングに関する共同研究協定
書」を締結した。

　「秘密計算」とは、データを秘匿化したまま分析を
行い、結果のみを出力できる技術で、利用者は元のデ
ータ、計算途中経過の参照は不可能であり、分析結果
のみを取得することができる（図2）。

これを、NTTコミュニケーションズ株式会社では、
元データを単独では意味のない複数の断片データに変
換し、複数のサーバに分散して保存する「秘密分散」

本共同研究でのシステム構成イメージ図1

本共同研究でのシステム構成イメージ図2
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そして日本の医療の在り方を提言していけるような議
論を展開し、お届けしたい。この人材育成事業の中か
ら2022年以降の活動にもつながっていけるようなヒ
ントが得られるといいかと考えている。最終的には千
葉県における医療政策の進展に必要とされる人材（実

務者、研究者、医療専門職）の有効な育成とネットワ
ーキングができることを目指したい。
　以上のような、当センターの人材育成事業の考え方
の中、2020年度のセミナーの内容をご覧いただけれ
ば幸いである。

演題1「医療データ分析を『武器』とせよ」
演者：吉村健佑

　吉村からはセミナーの内容に先立ち、導入として現
在における日本の医療の課題を概観した。
　課題の1つ目は、人口減少、税収の低迷を受け、国
民医療費の適正化をしなくてはならない事である。国
民医療費は「単価」と「数量」によって決まってゆく
が、効率の良い医療の実現にはその前提として、その
内容を定量的に明らかにしてゆくことが必要である
が、提供される医療の「量」を見る際に医療のいわゆ
るビッグデータであるNDBの分析は役に立つ。
　課題の2つ目は、実際の医療現場で適切な医療が提
供されているか？という問いである。適切な医療を厳
密に定義しようとすることには困難があるのが事実だ
が、いくつかの切り口で検証を試みることはできる。
例えば、各疾患の診療ガイドラインの遵守率もその一
つである。
　さて、現状で行われている医療内容の「量」と「質」
の変更はもちろん簡単ではないが、解決手段は大きく
分けて2つのステップと考える。つまりデータによる
医療の見える化と、関係者間の合意形成である。私た
ち、次世代医療構想センターはこの2つのステップに
対応して組織が構成されており、もちろん研究内容も
それに沿っている。このセミナーを通じて、1つ目の
ステップをどのように進めるかを示すことができれば
幸いと考える。

演題2�「関連政策動向、NDB�オープンデー
タ、集計表情報について～NDBの今と
これから～」

演者：梅澤耕学

　レセプト情報・特定健診等情報データベース（以
下、NDB（National Database of Health Insurance 
Claims and Specific Health Checkups of Japan）
という。）は、高齢者の医療の確保に関する法律（以
下、高確法という。）に基づき、保険医療機関および
薬局等によるレセプト情報や、保険者による特定健診
等情報を、個人の診療歴等の追跡可能性を確保しつ
つ、個人が特定できない状態で、データベース化した
もので、医療費適正化計画の評価等への活用や、研究
者等へ第三者提供されている。第三者提供は、提供依
頼申出者による申請書類の作成、有識者会議による審
査、国および利用者によるデータ提供の契約およびデ
ータ抽出・処理が行われた後、提供依頼申出者へデー
タ提供が行われる。提供後にも国による監査や公表物
確認等が行われ、適正に管理・利用されているかにつ

医療ビッグデータを活用した研究セミナーの開催
第1講【入門編】誰でも使える医療ビッグデータの活用の概要

動画はこちら
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9 . 人 材 育 成 の 取 組 み

次世代医療構想センターにおける人材育成事業の考え方と全体像

　次世代医療構想センター（以下、「当センター」）の
ミッションを完遂するために、継続的で戦略的な人材
育成は欠かせない。ここでは、当センターが考える人
材育成の考え方を整理して示す。
　現状の課題として、千葉県での地域医療構想などの
医療政策を進める上で、行政・医療機関・医師会等を
含む関係機関における突っ込んだ議論が必要となる一
方で、各ステークホルダーや各メンバーの医療政策に
基礎知識や現状認識にギャップが生じていると感じ
た。
　政策を進めるためには、例えば「厚生労働省の目指
す中・長期目標」「医療法と都道府県の医療計画」「病
院経営とその指標、診療報酬」「データの分析と現状
把握の方法」「千葉県の保健医療計画の内容」などの
事項については知識として理解しておく必要があり、
行政の領域としても比較的専門性が高い。しかしなが
ら、都道府県の医療政策担当者は他の部署と同様に、
2－4年ごとの異動を繰り返すことになり、知識や経
験の蓄積が実現しにくい。臨床現場の医療専門職も例
えば「千葉県の保健医療計画の内容」などに精通して
いる方はまれである。
　背景の異なる各メンバーが共通言語・知識を持ち、
医療政策に関する情報収集や分析手法、根本となる考
え方を学ぶことはできないかと考えた。その結果、以
下に示す3年間の事業を立案し、当センターが取り組
む任務が継続的に実施されるよう、次世代を担う人材
育成に取り組むこととした（図表）。

　2019年度はすでに報告書でも詳説した通り、全6回
からなる「医療政策セミナー」を開催し、延べ200人
を越える参加者を得ることができた。その目的は、

「①千葉県の医療の課題を解決するために、医療政策

吉村健佑

の重要ポイントについて理解し日々の業務・診療に生
かす②千葉県の地域医療構想・医師偏在対策を考える
上で、基本的な知識と考え方を習得する」と整理し
た。セミナーは好評であり概ね目標は達成できたと考
えるが、このような活動を継続的に行う必要性があ
る。
　続いて、2020年度では「医療ビッグデータを活用
した研究セミナー」を開催した。開催する目的は「医
療における現状変更や課題解決手段として、データに
よる見える化と関係者の合意形成が重要であるという
観点から、データによる見える化の方法について、レ
セプトデータ（NDB）の分析を例に学ぶ」とした。

「第1講【入門編】誰でも使える医療ビッグデータの
活用」「第2講【実践編】チームで使う医療ビッグデ
ータの活用」として実施し、オンライン開催の良い効
果もあり、全国から延べ1,200名を超える参加者を得
た。詳細は吉村を含む、4人の演者による記事をご覧
いただきたいが、レセプトデータ（NDB）政策研究・
医療政策にどのように生かすか、というテーマの中
で、データに基づく医療政策立案につながるような内
容であった。参加者に対して、満足度について5段階
でアンケート調査を行ったところ、80％が満足（4-5）
と回答した。そのことから本セミナーの満足度が高か
ったといえる。
　さて、言うまでもないが2020年度は新型コロナウ
イルス感染症（以下、「COVID-19」）の拡大により、
厚生労働省もその対応に追われ、地域医療構想の進め
方を含む医療政策全般について、議論の速度が鈍化し
た。また新興感染症等を新たに医療法の中に記載され
ている医療計画の「6事業目」に加える事を発表して
おり、計画の内容も少なからず影響を受けている。つ
まり、従来の路線とは質的に異なる形で医療計画や地
域医療構想を進めてゆく必要が生じたのである。
　その中で、2021年度の人材育成事業はどうあるべ
きだろうか。「ポスト/ウィズ コロナ」という状況で
の医療の展開は日本においても経験されていない。そ
こで、人材育成の方向性も修正した。複数の有識者を
演者としてお招きして、シリーズの講演会＋吉村との
対談形式でのセミナーを企画している。約20年後に
迫り、団塊の世代ジュニアが65歳を迎える「2040
年」を目標とし、それを見据えて医療提供体制の在り
方と自治体の役割を集中的に議論することにした。主
に若手の行政官・医療専門職・学生向けに対し、様々
な専門性をもつ有識者から、今後の新しい千葉県、 
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演題4「次世代医療構想センターによる支援」
演者：佐藤大介

　次世代医療構想センターではNDB研究に関する解
析デザインおよびデータ解析環境について支援を行っ
ている。

　解析デザインの支援とは、NDB研究を実際に始め
るに当たり、そもそもの研究疑問や解析イメージを文
書に記述することで、研究実施手順を明確にするため
の支援である。また、研究計画書に沿って、実際にど
う解析するかを決めた解析の実施手順書やマスターの
基本的な考え方に関する支援を含む。
　環境整備に関する支援とは、NDBの保管場所の要
件等に関する支援である。保管場所の物理スペースに
合わせてデータの管理規定を定めるため、規定のテン
プレートを解析環境に合わせて作成できるための支援
を行う。
　その他、個別のケースについては個別相談という形
で対応し支援を行っている。
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9 . 人 材 育 成 の 取 組 み

いて、「レセプト情報・特定健診等情報の提供に関す
るガイドライン」に基づいて確認が行われる。
　もう一つの利用方法としてオンサイトリサーチセン
ターでの利用がある。第三者提供ではレセプト情報等
を取り扱うためのセキュリティ環境が厳しく制限され
ているため、その準備が困難な小規模の研究機関等に
所属の研究者においても利活用の機会が確保されるよ
うにオンサイトリサーチセンターが3カ所開設されて
いる。
　こうした利用以外には、収集したデータについて
NDBオープンデータとして厚生労働省のホームペー
ジにて公表されている。医療の提供実態や特定健診の
結果をわかりやすくまとめ、性年齢別や都道府県別に
集計表が作成されている。
　こういったNDBについてさらに利活用を拡充し、
医療および介護給付の費用の状況等に関する情報の連
結解析および提供に関する仕組みの創設のため、「医
療保険制度の適正かつ効率的な運営を図るための健康
保険等の一部を改正する法律」が第198回国会で議
論・承諾され、NDBと介護保険レセプト情報等のデ
ータベースについて、各DBの連結解析を可能とする
とともに、公益目的での利用促進のため、研究機関や
民間企業等への提供に関する規定の整備を行うことと
なっている。

演題3「研究紹介と留意点」
演者：奥村泰之

　本発表では、NDBの活用状況、活用事例、研究実
施のハードル、研究実施の流れを説明することを目的
とする。NDBの研究利用の解禁から10年近く経つも
のの、査読付き論文の研究実績は88編に過ぎない状
況である。集計表情報とオープンデータを活用した研
究を遂行する際に共通するハードルは、コホートを構
築できないこと、マスター整備の手間などがある。デ
ータの限界を正確に認識し、健全な研究を遂行するた
めには、専門家に相談することが望ましい。
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演題2�「NDB関連の法改正からガイドライン
改正のすべて～NDB関連の法改正か
らガイドライン改正のすべて～」

演者：梅澤耕学

　高齢者の医療の確保に関する法律（以下、高確法と
いう。）の改正に伴い、レセプト情報・特定健診等情
報の提供に関するガイドラインの改正も行われる。主
な改正は6つで、1つめは用語の改正で、今までの提
供依頼申出者は担当者となることや、中間生成物や最
終生成物等の定義が追加されている。2つめは手数料
の積算、免除、納付規定の新設、3つめは、研究成果
の公表後は、原則として3ヶ月以内に厚生労働省へ実
績報告をすること、4つめは、利用終了後のデータ措
置報告書は、利用場所ごとに提出すること、5つめは
集計表情報の作成については、表数等を限定するこ
と、6つめは介護レセプト情報等と連結して利用する
場合は別項目で規定を置くことである。なお、上記に
加えて、法律上の罰則強化（懲役や罰金）なども新設
されている。
　第三者提供されるNDBデータは、これまで同様、
特別抽出、集計表情報、サンプリングデータセットの
3種で大きな改正はないが、定義の変更や、手数料含
めた手続きの改正、成果公表後の手続きや罰則等、改
正点は多くあるのでそれらに注意しながらNDBデー
タの利用をすすめていただきたい。

演題3�「～NDBを活用した臨床疫学研究：誰
もが活用できる未来へ向けて」

演者：奥村泰之

　本発表では、NDBの活用状況、活用事例、研究実
施の流れ、誰もがNDBを活用できる未来に向けて解
説することを目的とする。NDBを活用した研究を遂
行するためには、研究フェーズごとに必要となる専門
能力が全く異なるため、多職種による研究班を構築す
る必要がある。現状でのボトルネックは、データの整
理を適切に行うことができる人材が不足している事実
である。研究実施の全エフォートに占めるデータ整理
担当者によるエフォート率は非常に高いため、この問
題は深刻である。データ整理担当者を養成することは
喫緊の課題ではあるが、十全な教育期間と卒後の受入
れ体制を整えることが必須である。業務委託を視野に
入れながら長期的に人材育成をすることが現実的なフ
ァーストステップである。
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9 . 人 材 育 成 の 取 組 み

演題1「NDBにどこまで深入りするか」
演者：吉村健佑

　具体的に医療データの見える化を進めるにあたり、
NDBのデータ形式と用途の実際を知り同時に利点と
欠点を知る必要がある。その際、データ分析にかかる
エフォートとできることを理解しなくてはならない。
その際、自分はNDB研究にどこまで「深入り」する
か、をあらかじめ知っておく必要がある。例えば、医
科点数表の構造やレセプトのデータ項目とその特徴、
医療現場や保険審査の現場での実態を知らないまま
「特別抽出」に挑むのは、装備もなく、シェルパも伴
わないまま険しい高山の山頂を目指すようなものであ
る。
　ここでは、自らの設定した研究課題、自身の技能を
見定めNDB研究に取り組むべきかを紹介し、導入と
した。

第2講【実践編】チームで使う医療ビッグデータの活用の概要 動画はこちら
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9 . 人 材 育 成 の 取 組 み

演題4「次世代医療構想センターによる支援」
演者：佐藤大介

　次世代医療構想センターではNDB研究に関する解
析デザインおよびデータ解析環境について支援を行っ
ている。
　解析デザインの支援とは、NDB研究を実際に始め
るに当たり、そもそもの研究疑問や解析イメージを文
書に記述することで、研究実施手順を明確にするため
の支援である。解析計画書には分析目的、分析期間、
対象患者群のレセプトで表現し、分析定義、医療費の
集計方法等の作成について支援を行う。
　また、研究計画書に沿って、実際にどう解析するか
を決めた解析の実施手順書やマスターの基本的な考え
方に関する支援を行う。特に、医薬品や傷病名のコー
ドの作成に役立つ情報を提供する形で支援を行う。な
おデータハンドリングに関しては、ハンドリング作業
の代行は行っていない。主体は研究者や研究チーム自
身でお願いしている。
　環境整備に関する支援とは、NDBの保管場所の要
件等に関する支援である。保管場所の物理スペースに
合わせてデータの管理規定を定めるため、規定のテン
プレートを解析環境に合わせて作成できるための支援
を行う。
　その他、個別のケースについては個別相談という形
で対応し支援を行っている。
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大きいことや、積極的支援を受ける被保険者が医療
機関を通院するリスクがそもそも低い可能性がある
ため、結果の解釈については市町村ごとに留意する
必要がある。

【医療領域】
　千葉県の総医療費は一人当たり医療費でも増加
傾向であった。また、医薬品の処方状況を中心に分
析した結果、千葉県における医薬品の重複投与は多
く、女性に多い傾向が見られた。加えて、多剤投与
患者割合が全国平均を超えている市町村が多く、
90歳以上の高齢者に同月15種類以上の医薬品が処
方されている被保険者数が多いことは大きな課題で
ある。

【介護領域】
　介護認定を受けた被保険者の一人当たり医療費
は、介護認定を受けていない被保険者と比べて2倍
以上高い結果であった。また、介護度が高いと総介
護費は増加し、医療費は低下する傾向が見られた結
果、介護度が高いと総医療介護費はやや高くなる傾
向が見られた。

　その他詳細については次の通りである。

〈保健領域の分析結果〉
　図1は糖尿病性腎症のリスク基準から重症度に応
じた年齢階級別の対象者数を比較した結果を示して
います。
　分析の結果、全圏域・年齢階級において男性の方
が高血糖や腎症リスクの保有者が多いことが示唆さ
れました。

糖尿病性腎症のリスク別、被保険者数図1

　図2は特に中等度や重症リスクがあるにもかかわら
ず、医療機関を受診していない被保険者数を比較した
結果を示しています。分析の結果、中等症・高度腎症
リスクがある未受診の被保険者が増加していることが
示唆された。

　図3は新規国保加入者における特定健診受診率を示
している。千葉県全体では7%未満と低く、特に2019
年度は6%を下回る結果となり、新規受診率は低下し
たことが明らかとなった。また、市町村別で新規国保
加入者における特定健診受診率を集計した結果、市町
村によって大きく違いがあることが明らかとなった。
　2019年度の特定健診受診率が低下した原因とし
て、令和2年1月から3月においてCOVID-19の影響が
あり、受診控えの可能性がある。特に新規国保加入者
における特定健診受診率が高かった自治体においては
減少幅が大きく、新型コロナウイルス感染症の感染拡
大の影響については今後の動向について引き続き分析
が必要と思われる。

糖尿病性腎症のリスク別、未受診者数の推移図2

新規国保加入者に対する特定健診受診率図3
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1 0 . 県 内 自 治 体 との 連 携

令和2年度千葉県国保ヘルスアップ支援事業 特定健診・レセプトデータ等分析業務

　次世代医療構想センターは、千葉県市町村国保保健
事業の現状に対して以下の課題に対する認識を踏まえ
たデータ分析および市町村職員を対象とした研修事業
の支援を行ってきた。

　千葉県市町村国保保健事業を実施および評価に際
しては3つの課題がある。
課題１：�国保保健事業の実施における県内市町村の

地域特性
　国が示すモデルケース市町村事例が千葉
県市町村それぞれに当てはまるとは限らな
い。市町村によって人口や高齢化率等の
年齢構成や疾病状況が異なる。加えて、急
性期病院の機能や病床数、在宅医療の普
及状況等の医療提供体制が市町村や二次
医療圏によって異なることから、それらを
考慮しリスク調整を行った分析を行う必要
がある。

課題２：�国保保健事業の評価におけるレセプトデー
タの加工・分析
　市町村が独力でレセプトデータを加工・
分析できない。レセプトデータの分析に
は、複雑なレセプト情報の構造の理解、診
療報酬制度の理解、医学的知識を必要とす
る。加えて現状では継続的にデータ加工を
実施する人事体制が市町村の人事制度上
構築できない。このような要因のため、レ
セプトデータを加工・分析する数多くのプ
ログラム処理の工程を完遂することができ
ない。

佐藤大介

課題３：データ分析結果の活用方法
　他の都道府県や市町村と比べた評価に
おいては、単純な比較は誤った結論を導く
ため、統計解析等を用いた科学的手法が必
要である。また、分析結果は各市町村の保
健師等へ報告するだけでなく、国が進める
保健事業や医療費適正化計画と、県が進め
る政策実施内容を体系的に整理して理解
する研修の場が必要であるが、現状におい
ては機会が限られている。

　本事業では、次世代医療構想センターが有する千葉
県における医療提供体制に関する知見を基に、市町村
が取り組むべき保健事業を効率的かつ効果的に推進し
ていくため、市町村別の糖尿病性腎症の状況や医療費
等状況について分析を行い、健康課題を見える化し、
千葉県内市町村が取り組むべき課題を明らかにした。
　本事業は千葉県から提供を受けた以下のデータを用
いて集計した。ただし一部の区市町村において登録が
不十分な項目がみられたが、一部でもデータが登録さ
れていれば分析の対象としていることに留意が必要で
ある。

（本分析で用いたデータ）
・KDB（国保データベース）
　　　　　：平成27年4月分から令和2年3月分まで
・NDB（ナショナルデータベース）
　　　　　：平成30年度分
・健康スコアリングレポート
　　　　　：令和元年度分

分析結果
【保健領域】
　千葉県における糖尿病性腎症のリスクを有する患
者は75歳以上において年々増加している。
　国保加入者全体の受診率は微増だが、新規に国保
に加入した被保険者の新規の特定健診受診率は県
全体で7％と低く、令和元年度においては微減して
いた。これは令和2年1月～3月における新型コロナ
ウイルス感染症の影響が示唆され、令和2年度にお
いては大きな減少が想定される。
　いっぽう、保健指導により積極的支援を実施した
被保険者の一人当たり医療費は低く、保健指導の効
果が示唆された。しかしながら医療費の市町村差が
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　図7-1～7-9は医療機関において糖尿病性腎症に関
する検査がどの程度実施されているかを示している。
　分析した結果、その多くが血液検査によるHbA1c
や肝機能、脂質検査であり、尿蛋白検査はほとんど実
施されていない結果が明らかになった。糖尿病性腎症
の予防において尿蛋白検査の重要性が示唆されている
にもかかわらず、医療機関で実施されていない実態が
明らかとなり、市町村の課題が示唆された。

後発医薬品の処方割合（市町村別）図6

医療機関での健診項目実施者数（検査項目別）図7-1

医療機関での健診項目実施者数（検査項目別）図7-2

医療機関での健診項目実施者数（検査項目別）図7-3

医療機関での健診項目実施者数（検査項目別）図7-4
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1 0 . 県 内 自 治 体 との 連 携

　図4は千葉県における国保加入者の医療費を総医療
費、一人当たり医療費、一日あたり医療費で分析した
結果を示している。千葉県全体の患者数は2015年か
ら2019年において毎年増加傾向であった。また、総
医療費および患者・被保険者一人当たり、一日当たり
医療費も増加傾向にあった。いっぽうで1件当たり日
数については、わずかに減少傾向であった。
　このことから千葉県全体の患者数と一人当たり医療
費の双方が増加していることが、総医療費の増加に繋
がっていることがうかがえる。一件当たり日数の減少
は、治療技術の向上等により効率的な医療が行われる
ことが示唆された。なお、この傾向は市町村別分析で
も同様であった。

　図5は特定健診における保健指導を受けた被保険者
の医療費を表している。
　ほとんどの自治体において積極的支援を実施した被
保険者数に対する一人当たり医療費は、動機づけ支援
と比べて医療費が低い結果を示した。いっぽうで、動
機づけ支援と不参加の被保険者一人当たり医療費は
ほぼ同額である結果から、保健指導の効果との関連が
示唆された。
　図5-1は2019年度の保健指導において積極的支援
を実施した被保険者の一人当たり医療費を市町村別
で比較した結果を示している。2019年度の一人当た
り医療費が平均約200,000円であることが示された
が、市町村による違いが大きく、その差は2倍程度で
あった。市町村によって積極的支援の取り組み内容や
地域の課題が異なる可能性が示唆された。
　図5-2は2019年度の保健指導において動機づけ支援
を実施した被保険者と保健指導不参加の被保険者そ
れぞれの一人当たり医療費を市町村別で比較した結果
を示している。2019年度の一人当たり医療費が平均

千葉県国保被保険者の医療費図4

約250,000円と高い一方で市町村による違いは積極的
支援と比べると小さいことから、保健指導以外の要因
が示唆された。

　図6は市町村別の後発医薬品の処方割合を示してい
る。国の目標が80％以上と定められている中、旭市
が唯一目標値より高い割合で後発医薬品が処方されて
いることを示している。いっぽう、最も後発医薬品の
処方割合が高い市町村と最も低い市町村の差が15％
以上であることから、市町村の課題について個別検討
の必要性が示唆された。

保健指導（積極的支援）の一人当たり医療費図5-1

保健指導（動機づけ支援）の一人当たり医療費図5-2
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　持続可能な医療提供体制に向けて、千葉県の住民に
対する疾病や重症化予防に加え、一般診療の効率化を
図ることが生活習慣病領域においても明らかとなっ
た。次世代医療構想センターでは政策医療に加え、人
口の高齢化に伴う疾病管理およびそれらの医療提供体
制に関する研究および事業を継続していく。

介護度別一人当たり医療費の市町村比較結果図8
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1 0 . 県 内 自 治 体 との 連 携

医療機関での健診項目実施者数（検査項目別）図7-5

医療機関での健診項目実施者数（検査項目別）図7-6

医療機関での健診項目実施者数（検査項目別）図7-7 　このように千葉県における糖尿病性腎症の重症化予
防に関する定量的分析の結果から、千葉県では糖尿病
性腎症のリスクの高い被保険者が年々増加傾向にある
にもかかわらず、医療機関での腎症リスクをスクリー
ニングする検査が十分に実施されていない等、医療提
供体制としての課題があることが示唆された。加えて
一般診療においては後発医薬品の処方割合が低く、国
の目標値を達成していない。
　図8は2019年度の介護認定別の被保険者一人当た
り医療費を市町村別で比較した結果を示している。す
べての市町村で要介護2以上の医療費は要支援・要介
護1と比べて高い結果が見られた。また、介護認定な
しの医療費と比べて介護認定を受けた被保険者の一人
当たり医療費は2倍から3倍と高くなる結果が示唆さ
れた。特に、千葉市の一人当たり医療費が突出して高
い結果がみられたことから、介護認定を受けた被保険
者に対する医療について、市町村によっては課題があ
ることが示唆された。

医療機関での健診項目実施者数（検査項目別）図7-8

医療機関での健診項目実施者数（検査項目別）図7-9
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1 2 . 業 績 一 覧（ 2 0 1 9 年 8 月 以 降 ）

１．教育
１）学部教育／卒前教育

吉村健佑．医学部医学科「地域医療学（2コ
マ）」「行動科学（1コマ）」「公衆衛生ユニッ
ト（2コマ）」「公衆衛生学実習（半期）」「医
療経済情報学（1コマ）」佐藤大介．「医療経
済情報学（1コマ）」

２）卒後教育／生涯教育
吉村健佑，佐藤大介，塙真輔，岡田玲緒奈，
髙橋希．「医療政策セミナー」全6回を実践。
吉村健佑，佐藤大介，奥村泰之，梅澤耕学．

「医療ビッグデータを活用した研究セミナー」
全2回実施

３）大学院教育
吉村健佑．大学院博士課程：精神医学ゼミ

「NDBを用いた精神医学研究方法論」
４）その他（他学部での教育、普遍教育等）

吉村健佑．看護学部看護学科・看護方法論
講義「産業・災害精神保健学」

※千葉大学内に限る

２．研究業績
①雑誌論文

【英文】
１．Urakawa R, Tarutani M, Kubota K, Uejima 

E. Hand Foot Syndrome Has the Strongest 
Impact on QOL in Skin Toxicities of 
Chemotherapy.  Journal  of  Cancer . 
2019;10(20):4846-51. Journal of Cancer 
2019 Aug;10(20): 4846 - 4851.

２．Eguchi Y, Toyoguchi T, Inage K, Fujimoto 
K, Orita S, Suzuki M, Kanamoto H, Abe K, 
Norimoto M, Umimura T, Koda M, Furuya 
T,  Aoki  Y,  Nakamura J ,  Akazawa T, 
Takahashi K, Ohtori S. Advanced glycation 
e n d  p ro d u c t s  a re  a s s o c i a t e d  w i t h 
sarcopenia in older women: aging marker 
dynamics. J Women Aging. 2019 Nov 
26:1-13.Online ahead of print.

３．Yoshinaga N, Kubota K, Yoshimura K, 
Takanashi R, Ishida Y, Iyo M, Fukuda T, 
Shimizu E. Long-Term Effectiveness of 
Cognitive Therapy for Refractory Social 
Anxiety Disorder: One-Year Follow-Up of a 

Randomized Controlled Trial. Psychother 
Psychosom. 2019;88:244-6.

４．Kanahara N, Yoshimura K, Nakamura M, 
Oda Y, Watanabe M, Iyo M. Metabolism of 
risperidone by CYP2D6 and the presence 
o f  d r u g - i n d u c e d  d o p a m i n e 
supersensitivity psychosis in patients with 
schizophrenia. Int Clin Psychopharmacol. 
2019;34(3) 124 - 130.

５．Fukuda H, Sato D,Kato Y, Tsuruta W, 
Katsumata M, Hosoo H, Matsumaru Y, 
Yamamoto T. Comparing retreatments 
and expenditures in flow diversion versus 
coil ing for unruptured intracranial 
aneurysm treatment: a retrospective 
cohort study using a real-world national 
database. Neurosurgery. 2019.

６．Okumura  Y ,  Sugiyama N,  Noda T, 
Tachimori H. Psychiatric admissions and 
length of stay during fiscal years 2014 and 
2015 in Japan: a retrospective cohort 
study using a nationwide claims database. 
Journal of Epidemiology. 2019;29(8): 
288-294.

７．Okumura Y ,  Sakata N, Tachimori H, 
Takeshima T. Geographical variation in 
psychiatric admissions among recipients 
o f  p u b l i c  a s s i s t a n c e .  J o u r n a l  o f 
Epidemiology. 2019;29(7): 264-271.

８．Okumura Y, Usami M, Okada T, Saito T, 
Negoro H, Tsujii  N, Fujita J ,  I ida J . 
Prevalence, incidence, and persistence of 
ADHD drug use in Japan. Epidemiology 
and Psychiatric Sciences. 2019;28(6): 
692-696.

９．Okada R, Koshizuka K, Yamada Y, Moriya 
S, Kikkawa N, Kinoshita T, Hanazawa T, 
Seki N. Regulation of Oncogenic Targets 
by miR-99a-3p (Passenger Strand of miR-
99a-Duplex) in Head and Neck Squamous 
Cell Carcinoma. Cells 2019;8(12):1535.

10．Iwase S, Nakada T, Hattori N, Takahashi 
W, Takahashi N, Aizimu T, Yoshida M, 
Morizane T, Oda S. Interleukin-6 as a 
diagnost ic  marker  for  infect ion in 
critically ill patients: A systematic review 
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1 1 . 2 0 2 0 年 度 千 葉 医 療 構 想フォー ラム に つ いて

吉村健佑・森田美紀

　当センターは成果発表を行う場として、「2020年度
次世代医療構想フォーラム」を計画し、2021年2月6
日に開催を予定していた。
　テーマは「次世代のための地域医療構想～ビジョン
とデータで実現する～」とし、厚生労働省や新潟県庁
からのゲストに登壇頂き、国や他県の先行事例を見な
がら、千葉県の進むべき方向について検討・議論を行
うことを企画していた。そして、千葉県内外より225
名の事前申込みを得ており、盛会が期待された。申込
者の背景は表のとおりであるが、背景として医師の申
し込みが多く、次いで一般企業からの申し込みが多か
った。当センターの活動が幅広い層からの関心を得て
いることわかる。
　しかし新型コロナウイルス感染症の感染拡大（いわ
ゆる第3波）がみられ、千葉県を含む首都圏に緊急事
態宣言が発出され、社会活動の自粛が求められた。当
センターは千葉県と強く連動した研究活動を実施して
おり、何より医療機関としての大学病院の役割を考え
ると予定した通りの開催は適切ではないと考えた。ま
た完全オンラインでの開催も検討したが、登壇者の多
くが新型コロナウイルス感染症に対応している医療機
関に所属し、各行政機関での責任者相当の立場である
ことなども考え、総合判断により残念ながら延期とし
た。
　あくまで延期であり、2021度に開催することとし

た。諸々の調整により、2021年7月24日（土）13：30
～16：00に「2021年度次世代医療構想フォーラム」
としてほぼ同一の内容にて開催予定である。厚生労働
省はコロナ収束後の状況を踏まえた医療提供体制につ
いて議論を再開しており、多くの有用な資料がだされ
つつある。2021年度のフォーラムではその点を踏ま
えた議論が期待される。
　最後に、当センターが千葉県健康福祉部からの寄附
を得て運営されるのは、2021年度が最後であるゆえ、
2021年12月頃に最終年度としての報告会を開催予定
である。これまでの研究成果を具体的に提示し、千葉
大学病院が引き続き千葉県の医療に対して貢献できる
方策を提案したい。

2020年度　申込者数内訳
医師 70名

看護師 15名

看護師以外のコメディカル 20名

大学教職員 6名

行政職員 11名

大学以外の研究職 14名

学生 22名

メディア関係 1名

一般企業 48名

その他 18名

合計 225名

2020年度千葉医療構想フォーラムの開催延期と2021年度での開催予定について
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20．Eguchi Y, Toyoguchi T, Inage K, Orita S, 
Yamauchi K, Suzuki M, Kanamoto H, Abe 
K, Norimoto M, Umimura T, Koda M, 
Furuya T, Aoki Y, Takahashi K, Ohtori S. 
Elevated Levels of Serum Pentosidine Are 
Associated with Dropped Head Syndrome 
i n  O l d e r  W o m e n .  A s i a n  S p i n e  J . 
2019;13:155-162.

21．Eguchi Y, Toyoguchi T, Inage K, Fujimoto 
K, Orita S, Suzuki M, Kanamoto H, Abe K, 
Norimoto M, Umimura T, Sato T, Koda M, 
Furuya T, Aoki Y, Nakamura J, Akazawa T, 
Takahashi K, Ohtori S. Analysis of skeletal 
muscle mass in women over 40 with 
degenerative lumbar scoliosis. Eur Spine J. 
2019;28:1618-1625.

22．Inoue M, Orita S, Inage K, Fujimoto K, 
Shiga Y, Kanamoto H, Abe K, Kinoshita H, 
Norimoto M, Umimura T, Sato T, Sato M, 
Suzuki M, Enomoto K, Eguchi Y, Aoki Y, 
Akazawa T,  Ohtori  S .  Radiological 
Assessment of Damage to the Iliopsoas 
Muscle by the Oblique Lateral Interbody 
Fusion Approach. Spine Surg Relat Res. 
2019;4:152-158.

23．Komuro H,  Shigemura J ,  UchinoS, 
Takahashi S, Nagamine M, Tanichi M, 
Saito T, Toda H, Kurosawa M, Kubota 
K,Misumi T, Takahashi S, Nomura S, 
Shimizu K,  Yoshino A,  Tanigawa T. 
FukushimaNEWS Project Collaborators. 
Longitudinal Factors Associated With 
Increased Alcohol and Tobacco Use in 
Fukushima Nuclear Power Plant Workers 
32 Months After the Nuclear Disaster: The 
Fukushima News Project Study. J Occup 
EnvironMed. 2019;61:69-74.

24．9Fujihara S, Inoue A, Kubota K, Yong KFR, 
Kondo K. Caregiver Burden and Work 
Productivity Among Japanese Working 
F a m i l y  C a r e g i v e r s  o f  Pe o p l e w i t h 
Dementia. Int J Behav Med. 2019 26:136-
142.

25．Taguchi Y, Matsushita K, Ishikawa T, 
Matsumoto K,  Hosoda J ,  Iguchi  K, 
Matsushita H, Kubota K ,  Sumita S, 

Ishigami T, Tamura K. 8. Successful 
screening of sleep-disordered breathing 
using a pacemaker-based algorithm in 
Japan. J Cardiol. 2019;73: 394-400.

26．Suzuki Y, Sukegawa A, Nishikawa A, 
Kubota K, Motoki Y, Asai-Sato M, Ueda Y, 
Sekine M,  Enomoto T,  Hirahara  F, 
Yamanaka T, Miyagi E. Current knowledge 
o f  a n d  a t t i t u d e s  t o w a r d  h u m a n 
papillomavirus-related disease prevention 
a m o n g  J a p a n e s e :  A  l a r g e - s c a l e 
questionnaire study. J Obstet Gynaecol 
Res. 2019;45:994-1005.

27．Tokinaga-Uchiyama A, Mizushima T, 
Akimoto K, Nagashima Y, Sasaki K, 
N a k aya  M A ,  O h a s h i  K ,  Ku b o t a  K , 
Maruyama Y, Kato H, Hirahara F, Miyagi E, 
Ohno S, Asai-Sato M. Aberrant Nuclear 
Localization of aPKC λ / ι is Associated 
With Poorer Prognosis in Uterine Cervical 
C a n c e r .  I n t  J  G y n e c o l  P a t h o l . 
2019;38:301-9.

28．Shimpuku Y, Madeni FE, Horiuchi S, 
Kubota K, Leshabari SC. A family-oriented 
antenatal education program to improve 
birth preparedness and maternal-infant 
b i r th  outcomes :  A  cross  sect ional 
e va l u a t i o n  s t u d y .  Re p ro d  He a l t h . 
2019;16:107.

29．Urakawa R, Tarutani M, Kubota K, Uejima 
E. Hand Foot Syndrome Has the Strongest 
Impact on QOL in Skin Toxicities of 
Chemotherapy. J Cancer. 2019;10:4846-
51.

30．Hasegawa T, Furugori M, Kubota K, Asai-
Sato M, Yashiro-Kawano A, Kato H, Oi Y, 
Shigeta H, Segawa K, Kitagawa M, Mine Y, 
Sa j i  H ,  Numazaki  R ,  Maruyama Y, 
Ohnuma E, Taniguchi H, Sugiura K, 
Miyagi E, Matsunaga T, Yokohama City 
U n i ve r s i t y  G y n e co l o g i c  O n co l o g y 
Research Group (YCUGO-ReG). Does the 
extension of the type of hysterectomy 
contr ibute  to  the  loca l  contro l  o f 
endometrial cancer? Int J Clin Oncol. 
2019;24:1129-36.
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1 2 . 業 績 一 覧（ 2 0 1 9 年 8 月 以 降 ）

and meta-analysis. American Journal of 
Emergency Medicine 2019; 37: 260-5

11．Eguchi Y, Murayama S, Kanamoto H, Abe 
K, Miyagi M, Takahashi K, Ohtori S, Aoki 
I . M i n i m a l l y  i nva s i ve  m a n g a n e s e -
enhanced magnetic resonance imaging 
for the sciatic nerve tract tracing used 
intra-articularly administrated dextran-
manganese encapsulated nanogels.JOR 
Spine. 2019;2:e1059.

12．Inoue M, Orita S, Inage K, Suzuki M, 
Fujimoto K, Shiga Y, Kanamoto H, Abe K, 
Kinoshita H, Norimoto M, Umimura T, 
Sato T, Sato M, Suzuki M, Enomoto K, 
Eguchi Y, Aoki Y, Akazawa T, Kawasaki Y, 
Ohtori S. Relationship between patient-
based scoring systems and the activity 
level of patients measured by wearable 
activity trackers in lumbar spine disease. 
Eur Spine J. 2019 ;28:1804-1810.

13．Kinoshita H, Orita S, Yonemoto T, Ishii T, 
Iwata S, Kamoda H, Tsukanishi T, Inage K, 
Abe K, Inoue M, Norimoto M, Umimura T, 
Fujimoto K, Shiga Y, Kanamoto H, Furuya 
T, Takahashi K, Ohtori S. Successful total 
en bloc spondylectomy of the L3 vertebra 
with a paravertebral giant cell tumor 
following preoperative treatment with 
denosumab: a case report. J Med Case 
Rep. 2019 ;13:116.

14．Kinoshita H, Orita S, Inage K, Yamauchi K, 
Abe K, Inoue M, Norimoto M, Umimura T, 
Eguchi Y, Fujimoto K, Shiga Y, Kanamoto 
H, Aoki Y, Furuya T, Suzuki M, Akazawa T, 
Takahashi K, Ohtori S. Skeletal Muscle 
Cell  Oxidative Stress  as  a  Possible 
Therapeutic Target in a Denervation-
Induced Experimental Sarcopenic Model. 
Spine (Phila Pa 1976). 2019;44
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Pancreatic Ductal  Adenocarcinoma 
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　　ICD-11改訂と我が国への適用に向けて．第63
回日本リウマチ学会総会・学術集会．阿部幸
喜，及川恵美子，中山佳保里，森桂．2019年

13．地域医療構想の最近の動向と、今後の分析・地
域での協議の進め方について．第40回神戸大
学関係病院長協議会総会．小林大介．2020年
1月31日．

14．地域医療分析．国立保健医療科学院 令和元年
度 地域医療構想の実現・働き方改革の推進に
向けた病院管理者研修．小林大介．2020年2
月5日．

15．行政の立場から：病院に求められる在院日数お
よび診療報酬のポイント．第84回日本循環器
学会学術集会にて講演．吉村健佑．2020年7
月11日

16．レセプト情報・特定健診等情報データベース
（NDB）オープンデータによる本邦のインフル
エンザ検査の臨床疫学．第11回日本プライマ
リ・ケア連合学会学術大会．吉村健佑．2020
年7月23日

17．レセプト情報・特定健診等情報データベース
（NDB）オープンデータを用いた高齢者におけ
る経口血糖降下薬の処方実態．第62回日本老
年医学会学術集会．増井良則，酒匂赤人，小松
崎早子，勝山修行，吉村健佑，杉山雄大，栁内
秀勝．2020年8月4日

18．地域医療構想の推進に向けた、データに基づく
現状分析と将来推計．愛知県医師会 地域医療
構想の進め方に関する研修会（名古屋地区）．
小林大介．2020年8月22日．

19．愛知県内DPCデータ分析結果～病床機能報告
との差異～．令和2年度第1回愛知県地域医療
構想推進委員会．小林大介．2020年8月28日．

20．第31回日本末梢神経学会学術集会 産業医学講
演．医師の働き方改革：医療現場での対応の実
際．吉村健佑．2020年9月11日

21．第116回日本精神神経学会学術総会 シンポジ
ウム．

　　遠隔・オンライン診療を取り巻く政策動向―新
型コロナウイルス感染症対策を見据えて．吉村
健佑．2020年9月29日

22．Realism for Social Sciences -- 経済学におけ
るリアリティと社会科学のためのリアリズム

（第三部：医療と経済 -- コロナ禍における実践
のリアリティ）．日本経済学会2020年度秋季
大会 企画セッション．森井大一，小林大介，

森永直幹，浦井憲．2020年10月10日．
23．地域医療構想の推進に向けた多施設DPCデー

タ分析．第79回日本公衆衛生学会総会（シン
ポジウム：多施設DPCデータ活用の実践と今
後の展望）．小林大介．2020年10月20日．

24．ビッグデータの医療施策等への応用と今後の活
用．第40回医療情報学連合大会（大会企画2：
インターネットを活用した医療提供サービスの
これから～患者を慮る仕組みづくり～）．小林
大介．2020年11月20日．

25．若手看護師が考える看護職像～これからさらに
広がる看護職の活躍の場～．2020年世界保健
デー「看護師・保健師と助産師を支援しよう」
記念 WKCオンライン・フォーラム「最前線を
担う看護師～グローバルヘルスにおける役割と
展望～」.櫻庭唱子．2020年11月23日

26．オンライン診療指針におけるセキュリティ要
求．第35回熊本県医療情報システム研究会に
て講演．緒方健．2020年11月28日

27．ポストコロナの地域医療構想に向けたデータ分
析．兵庫県診療情報管理研究会 第17回研究
会．小林大介．2020年11月30日．

28．地域医療分析．国立保健医療科学院 令和2年
度 地域医療構想の実現・働き方改革の推進に
向けた病院管理者研修．小林大介．2020年12
月2日．

29．地域医療構想の推進に向けた、データに基づく
現状分析と将来推計．愛知県医師会 地域医療
構想の進め方に関する研修会（三河地区）．小
林大介．2020年12月5日．

30．シンポジウム14「総合病院精神科における遠
隔医療の展開と展望」精神科領域における遠
隔・オンライン診療 制度設計の経緯と政策動
向．第33回日本総合病院精神医学会総会．吉
村健佑．2020年12月7日

31．地域医療構想と経営戦略．全国国立大学病院
事務部長会議総務委員会 令和2年度 HOMAS
ユーザ勉強会．小林大介．2020年12月17日．

32．シンポジウム5「妊婦等への抗てんかん薬・気
分安定薬使用に関する諸問題」日本における抗
てんかん薬・気分安定薬の使用実態 NDBオー
プンデータから読み解く．第30回日本臨床精
神神経薬理学会．吉村健佑．2021年1月9日

33．地域医療分析．国立保健医療科学院 令和2年
度 地域医療構想の実現・働き方改革の推進に
向けた病院管理者研修．小林大介．2021年1
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1 2 . 業 績 一 覧（ 2 0 1 9 年 8 月 以 降 ）

日香，高木亜由美，鈴木義也，羽生裕二，松岡
歩，生水真紀夫：89歳の子宮体癌患者に対す
る腹腔鏡下子宮悪性腫瘍手術の経験．関東産
婦誌 症例報告2019;56;475-480，

７．黒崎宏貴，吉村健佑：レセプト情報・特定健診
等情報データベース（NDB）を活用した糖尿
病治療薬等からみた医療費の都道府県別地域
差分析．日本公衆衛生雑誌 2020;67(8)501-
508.

８．宮地秀明，吉村健佑．NDBオープンデータを
用いたcommon skin disease研究の展望．皮
膚病診療 2020;42(4):274-282.

９．成瀨浩史，吉村健佑．オンラインや遠隔機器を
活用した医療・保健活動の政策動向．保健の科
学;2020;62(1);15-22.

10．成瀨浩史，佐藤大介，吉村健佑：オンライン診
療 を 取 り 巻 く 政 策 動 向．IoMT 学 会 誌 
2020;3(1);4-9

11．佐藤愛子，吉村健佑．NDBオープンデータを
用いた向精神薬の処方分析．臨床精神薬理 
2020.

12．奥村泰之：精神科におけるリアルワールド・デ
ータを活用したリアルワールド・エビデンスの
創出：持続可能性のある研究体制構築に向け
て．臨床精神薬理 24(1):3-1,2021.

②単行書
１．私にとっての“Choosing Wisely”：医学生・

研修医・若手医師の“モヤモヤ”から．荘子万
能，小泉俊三，Choosing Wisely Japan．（共
著:吉村健佑，範囲：「睡眠薬を含むポリファー
マシーへの適切な介入・減薬の在り方とは？」）
金芳堂 2019年12月

２．コロナ禍の臨床を問う．編集）井原裕，斎藤
環，松本俊彦，吉村健佑（担当：分担執筆，範
囲：都道府県新型コロナウイルス感染症対策本
部から見えたこと）．日本評論社 2021年2月

３．病院マネジメントの教科書 病院経営28のソリ
ューション=千葉大学医学部附属病院「ちば医
経塾」講義テキスト．編集）井上貴裕，分担執
筆，吉村健佑（担当：分担執筆，範囲：病院経
営に役立つ医療政策の動向―「三位一体改革」
から考える）．ロギカ書房 2021年2月6日

③ シンポジウム・招聘講演等の特別な発表（一般の
学会発表は除く）

１．地域医療分析．国立保健医療科学院 令和元年
度 地域医療構想の実現・働き方改革の推進に
向けた病院管理者研修．小林大介．2019年11
月13日.

２．地域医療構想における国の動向および他県事例
を踏まえた今後の議論に向けて．兵庫県医師
会 令和元年度兵庫県地域医療構想連絡会議．
小林大介．2019年10月17日．

３．神戸大学（M×M KOBE）における医療人材育
成の取り組み．関西広域医療データ人材教育
拠点形成事業キックオフシンポジウム．小林大
介．2019年10月11日．

４．国の最新動向と、DPCデータ分析結果の活用
に向けて．愛知県医師会 地域医療構想の進め
方に関する研修会（三河地区）．小林大介．
2019年9月28日．

５．国の最新動向と、DPCデータ分析結果の活用
に向けて．愛知県医師会 地域医療構想の進め
方に関する研修会（尾張地区）．小林大介．
2019年9月21日．

６．国の最新動向と、DPCデータ分析結果の活用
に向けて．愛知県医師会 地域医療構想の進め
方に関する研修会（名古屋地区）．小林大介．
2019年8月3日．

７．地域医療構想に関する事例発表．令和元年度
第２回医療政策研修会及び第２回地域医療構
想アドバイザー会議．佐藤大介．2019年8月
30日

８．持続可能な精神科医療を実現するために-医療
政策を読み解く -．第32回日本総合精神病院
医学会にて教育講演．吉村健佑．2019年11月
15日

９．レセプトデータを用いた向精神薬の使用実態の
解析．第49回日本神経精神薬理学会 / 第29回
日本臨床精神 神経薬理学会．吉村健佑、成瀨
浩史、菊地信示郎．2019年10月11日

10．医療政策における都道府県の役割．第12回日
本公共政策学会関西支部研究大会 共通論題セ
ッション2：医療と公共政策．吉村健佑．2019
年9月28日．

11．オンラインでの産業医面接に関する意識調査．
第26回日本産業精神保健学会．種市摂子，大
岡忠夫，唐澤崇，高橋雅彦，福本正勝，武藤
剛，吉村健佑，山本義春．2019年8月30-31日

12．日本産業衛生学会遠隔産業衛生研究会．緒方
健．2019年12月1日
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14．厚生労働省 厚生労働科学研究費
地域医療構想の達成のための病院管理者向
け組織マネジメント研修プログラムの開発研
究
代表者：福田敬、分担者：佐藤大介
2019-2021

15． 日本学術振興会 科学研究費助成事業 基盤研
究（C）
循環器疾患の新規デバイスや医薬品の医療
経済分析および分析に必要な基盤データの整
備
代表者：小寺聡、分担者：佐藤大介
2019-2022

16． 厚生労働省厚生労働省科学研究費 厚生労働
行政推進調査事業費
新型コロナウイルス感染症への対応を踏まえ
た、地域における医療提供体制の強化のため
の研究
代表者：吉村健佑、分担者：佐藤大介、窪田
和巳
2020-2021

17． 厚生労働省 厚生労働科学研究費 難治性疾患
政策研究事業
指定難病患者データベース、小児慢性特定疾
病児童等データベースと他の行政データベー
スとの連携についての研究
代表者：野田龍也、分担者：佐藤大介
2020-2021

18． 厚生労働省 厚生労働科学研究費 地域医療基
盤開発推進研究事業
地域の実情に応じた医療提供体制の構築を
推進するための政策研究
代表者：今村知明、分担者：小林大介、佐藤
大介
2020-2021

19． 厚生労働省 厚生労働行政推進調査事業補助
金
医薬品・医療機器等の費用対効果評価にお
ける公的分析と公的医師決定方法に関する
研究
代表者：福田敬、分担者：佐藤大介
2020-2021

20． 2020年度 福祉諸科学事業 ジェロントロジ
ー研究助成
高齢期における就労は要支援・要介護認定の
発生を抑制するか −JAGES 2010−2016 コ

ホートデータを用いた縦断研究
代表者：櫻庭唱子
2020–2021

21． 日本学術振興会（科学研究費助成事業）基盤
研究（B）
公的資金が投入されている医療の公共性と公
共財としての在り方に関する研究
代表者：小林大介
2020-2022

22． 厚生労働省厚生労働省科学研究費 厚生労働
科学研究費 地域医療基盤開発推進研究事業
小児科医師確保計画を踏まえた小児医療の
確保についての政策研究
代表者：佐藤大介
2020-2022

23．文部科学省 基盤研究（Ｃ）
メラトニン/ラメルテオン投与による術後睡
眠障害予防効果の検討
代表者：島田啓子、分担者：窪田和巳
2020–2023

24．厚生労働省 厚生労働科学研究費補助金
エイズ対策政策研究事業 HIV感染症及びそ
の併存疾患や関連医療費の実態把握のため
の研究
代表者：野田龍也，分担者：佐藤大介
2020-2023

25．厚生労働省 厚生労働科学研究費補助金
小児科医師確保計画を踏まえた小児医療の
確保についての政策研究
代表者：吉村健佑、分担者：佐藤大介
2020-2022

⑤受賞歴
１． 吉村健佑．第29回日本臨床精神神経薬理学

会 CNP学会奨励賞受賞（2019年）

３．地域貢献
１．千葉メディカルセンターで腹腔鏡の手術指導．
塙真輔．

４．メディア関連
１．MEDIFAX Web．千葉大病院「次世代医療構

想センター」開設へ 県が寄付講座．2019年6
月4日

73

活
動
概
要

新
型
コ
ロ
ナ
対
策

地
域
医
療
構
想
の
現
状

各
領
域
の
現
状
・
課
題

Ｉ
Ｃ
Ｔ
の
活
用

自
治
体
と
の
連
携

業
績
一
覧

人
材
育
成

報
告
会

活
動
概
要

新
型
コ
ロ
ナ
対
策

地
域
医
療
構
想
の
現
状

各
領
域
の
現
状
・
課
題

Ｉ
Ｃ
Ｔ
の
活
用

自
治
体
と
の
連
携

業
績
一
覧

人
材
育
成

報
告
会

1 2 . 業 績 一 覧（ 2 0 1 9 年 8 月 以 降 ）

月20日．
34．医療現場の働き方改革の現状と千葉県の取り

組み．第38回千葉県母性衛生学会セミナー学
術集会．吉村健佑．2021年2月20日

35．地域医療構想の推進と今後の経営戦略．兵庫
県病院協会 令和2年度第2回病院管理職員等研
修会．小林大介．2021年3月3日．

36．地域医療構想の推進に向けた地域での医療デ
ータの活用．大和高座病院協会（神奈川県） 講
演会．小林大介．2021年3月10日．

37．地域医療構想の推進に向けた地域での医療デ
ータの活用．令和2年度第1回鹿児島県地域医
療構想研修会．小林大介．2021年3月23日．

④ 外部資金獲得状況（外部資金名/課題名/代表者
/分担者/氏名/年度）
１．厚生労働省 厚生労働科学研究補助金

難治性疾患等を対象とする持続可能で効率
的な医療の提供を実現するための医療経済評
価の手法に関する研究
代表者：福田敬、分担者：吉村健佑
2017-2019

２． 日本学術振興会 科学研究費助成事業 基盤研
究（B）うつ不安の患者登録サイトでの費用
対効果見える化とStepped Careの誘導
代表者：清水 栄司、分担者：吉村健佑
2017-2019

３． 日本学術振興会 科学研究費助成事業 基盤研
究（C）
地域連携クリティカルパスを用いた標準的癌
診療工程プロセスとその最適化
代表者：白鳥義宗、分担者：小林大介
2017-2019

４．厚生労働省 厚生労働科学研究補助金
大規模データを用いた、地域の医療従事者確
保対策に関する研究
代表者：宮田靖志、分担者：小林大介
2017-2019

５． 日本学術振興会 科学研究費助成事業 基盤研
究（C）
医薬品・医療機器の費用対効果評価における
NDBの活用可能性の検証
代表者：渡邊亮、分担者：佐藤大介
2017-2020

６．厚生労働省 厚生労働科学研究補助金
難治性疾患等を対象とする持続可能で効率

的な医療の提供を実現するための医療経済評
価の手法に関する研究
代表者：福田敬、分担者：佐藤大介
2017-2020

７．厚生労働省 厚生労働科学研究補助金
HIV 感染症における医療経済的分析と将来
予測に資する研究
代表者：谷口俊文、分担者：佐藤大介
2018-2020

８． 国立研究開発法人日本医療研究開発機構 医
薬品等規制調和・評価研究事業
アカデミアによる医療情報データベース研究
におけるMID-NET利活用に関する研究
代表者：山中竹春、分担者：窪田和巳
2018-2020

９． 日本学術振興会 科学研究費助成事業 基盤研
究（A）
レセプトデータベース（NDB）の利用を容
易にするための包括的支援システムの開発
代表者：加藤源太、分担者：佐藤大介
2018-2023

10． 日本学術振興会 科学研究費助成事業 基盤研
究（C）
脳梗塞再発予防のための治療薬および検査
機器の医療経済評価に関する研究
代表者：佐藤大介
2018-2021

11． 日本学術振興会 科学研究費助成事業 若手研
究
NDBオープンデータを用いた精神神経領域
の疾患に対する診療の適正化に関する研究
代表者：吉村健佑
2019-2020

12． 厚生労働省（厚生省）科学研究費 令和2年度
厚生労働科学研究費補助金（政策科学総合
研究事業（統計情報総合研究事業））
保健・医療関連行為に関する国際分類の我が
国への適用のための研究
代表者：川瀬弘一、分担者：阿部幸喜
2019-2021

13．厚生労働省 厚生労働科学研究費補助金
NDB データから患者調査各項目及び OECD 
医療の質指標を導くためのアルゴリズム開発
にかかる研究
代表者：加藤源太、分担者：佐藤大介
2019-2021

72



活
動
概
要

新
型
コ
ロ
ナ
対
策

地
域
医
療
構
想
の
現
状

各
領
域
の
現
状
・
課
題

Ｉ
Ｃ
Ｔ
の
活
用

自
治
体
と
の
連
携

業
績
一
覧

人
材
育
成

報
告
会

活
動
概
要

新
型
コ
ロ
ナ
対
策

地
域
医
療
構
想
の
現
状

各
領
域
の
現
状
・
課
題

Ｉ
Ｃ
Ｔ
の
活
用

自
治
体
と
の
連
携

業
績
一
覧

人
材
育
成

報
告
会

1 3 . 2 0 1 9 年 度 ～ 2 0 2 0 年 度 の 総 括

　次世代医療構想センターは、2019年度に設置以降、千葉県の地域医療に関する研究について取り組んでいる。
特に周産期・新生児・小児医療および救急医療については、診療現場の声を一つ一つ伺うとともに、関連するデ
ータを分析し、分析結果を以て診療現場と県が意見交換を定期的に行う等、医療政策に係る合意形成に向けた実
践的研究を進めてきた。また、小児医療分野においては厚生労働科学研究 地域医療基盤開発推進研究事業「小児
科医師確保計画を踏まえた小児医療の確保についての政策研究」に採択される等、千葉県における小児科医師確
保や小児医療計画へ展開する道筋をつけることができた。
　いっぽう、2020年1月のダイヤモンド・プリンセス号を機とした新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響
は凄まじく、千葉県においても臨時医療施設の立ち上げを検討する等の緊急対応が連日連夜続いた。世界規模で
広がった新型ウイルス感染症の対策が進む中、次世代医療構想センターは千葉県庁とともに感染症疫学モデルに
基づく入院患者の推計や臨時医療施設の検討、新型コロナウイルス感染症専門部会への参加等、千葉県での一定
の役割を果たすことができた。こうした成果は、千葉県庁と千葉大学医学部附属病院が本寄附講座を通じて密接
な連携を築いてきたことや、設置当初から診療現場の声を伺うことで築き上げてきた人的ネットワークによる成
果である。新型コロナウイルス感染症の影響に関連する取り組みは、厚生労働科学研究（特別研究事業）「新型
コロナウイルス感染症への対応を踏まえた、地域における医療提供体制の強化のための研究（研究代表者：吉村
健佑）」にもつながり、千葉県における医療計画（救急医療、災害医療、へき地医療、周産期医療、小児医療、
在宅医療）への影響を定量的に収集・分析することが出来た。今後はこれらの分析結果や考察を踏まえた第8次
医療計画へ進めていく予定である。
　また、データ分析の基本となる医療ビッグデータを活用した研究セミナーでは延1200人以上の参加登録者を集
めた。さらにはICT技術を活用した機密性の高い診療情報の収集、保管、利用等における高レベルな情報セキュ
リティの実装研究を進める等、研究に係る技術基盤を確立したことは非常に大きな成果である。
　そのほか、令和2年度国保ヘルスアップ支援事業を通じて県内54市町村の健康課題や医療・介護に関する課題
に対する国保データベース（KDB）を用いて解析や市町村との個別相談を通じて、市町村の課題に対して千葉大
学医学部附属病院が連携して取り組む基盤と実績を構築することができた。今後、新型コロナウイルス感染症の
影響により、市町村の課題がさらに大きくなることが見込まれる中、これらの事業は益々重要になると考えてい
る。
　次世代医療構想センターの取り組みによって、千葉県や県内市町村等の行政機関、さらには厚生労働省や各都
道府県の技官や専門家との人的ネットワークは大きく拡大した。次世代医療構想センターは、令和3年度も引き
続き千葉県庁と密に連携し、これまでの実績や取り組みについて取りまとめるとともに、千葉県における新型コ
ロナウイルス感染症の影響を踏まえた医療体制に関する研究を進める予定である。

佐
さ

藤
と う

 大
だ い

介
す け

次世代医療構想センター
副センター長
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1 2 . 業 績 一 覧（ 2 0 1 9 年 8 月 以 降 ）

２．時事メディカル．千葉大学病院 寄附研究部門
「次世代医療構想センター」を8月1日に設置．
2019年7月30日

３．FNN PRIME online．千葉大学病院 寄附研
究部門「次世代医療構想センター」を8月1日
に設置．2019年7月30日

４．m3.com.県のシンクタンク的機能を果たすの
が狙い-吉村健佑・千葉大次世代医療構想セン
ター長に聞く◆Vol.1．2019年9月17日

５．m3.com.450人への“ヒアリングマラソン”実
施-吉村健佑・千葉大次世代医療構想センター
長に聞く◆Vol.2.2019年9月27日

６．m3.com.「千葉の問題は日本の問題」、成功事
例目指す-吉村健佑・千葉大次世代医療構想セ
ンター長に聞く◆Vol.3．2019年10月4日

７．吉村健佑作成：朝日新聞．高齢者高リスク薬
多用 睡眠・抗不安 80代ピーク．2019年12月
8日 朝刊記事（1面）

８．ニュースリリース．次世代医療構想センターが
「千葉医療政策公開セミナー」を開催．2020年
1月15日

９．ニュースリリース．次世代医療構想センターが
「千葉医療構想フォーラム」を開催．2020年1
月29日

10．ニュースリリース．「医療ビッグデータを活用
した研究セミナー」開催します．2020年7月
31日

11．病院新聞．「現場の生の声を聞いて絵図描く」
2021年1月28日

12．ニ ュ ー ス リ リ ー ス．千 葉 大 学 病 院 と NTT 
Com、「秘密計算ディープラーニング」などの
技術を活用した臨床データ分析の共同研究を開
始．2021年2月8日

５．その他
１． 千葉大学医学部付属病院 周産期母子医療セン

ター、産婦人科のパンフレット、小児科のパン
フレット、救急科のパンフレット制作支援．塙
真輔，岡田玲緒奈，岩瀬信哉，髙橋希．

２． 介護サービスにおける新型コロナウイルス感染
症（COVID-19）の予防と管理 ポリシー・ブリ
ーフ（2020年7月24日版）（WHO：Preventing 
and managing COVID-19 across long-
term care services: Policy brief, 24 July 
2020）の翻訳に参画．櫻庭唱子．

３．ISO認証審査機関において、審査員向け教育及
び認証事業者向け講演に各1回ずつ出講．緒方
健．

４．地域医療構想アドバイザーとして、兵庫県や愛
知県の県医師会主催の研修会、講演会、兵庫県
内の地域医療構想調整会議での講演5件、委員
出席10回．小林大介．

５．公立宍粟総合病院新病院整備検討委員会副委
員長として委員会出席2回．小林大介．

６．第217回日本小児科学会千葉地方会 緊急シン
ポジウムの概要冊子 制作協力．
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WEBサイト　https://www.ho.chiba-u.ac.jp/NextGeneration/

Facebook　https://www.facebook.com/NEXTGENERATION19/

ブログ　https://chiba-u-nextg.sakura.ne.jp

YouTube　https://www.youtube.com/channel/UCYmKktVu69VZKMcTtjYH8DA

Twitter　https://www.twitter.com/n_generation19




